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国土交通省の都市計画課長の齋藤です。どうぞ

よろしくお願いいたします。本日は、「コンパクト・

プラス・ネットワークと令和時代の都市再生」と題

しまして、まずは前段として我々がどのように都

市政策を進めているか、コンパクト・プラス・ネッ

トワークの政策を中心にご説明をさせていただく

という点と、先月改正都市再生特別措置法が成立

いたしましたので、今回どういうことを目的とし

て、どのような法改正をしたのかという点をお話

しさせていただきたいと思います。我々が法改正

をして制度を作っても、使ってもらわないと何の

意味もありませんので、今回お話を聞いていただ

いて、我がまちでどういうふうに使えるかという

ところを考える一助になればと思っておりますの

で、よろしくお願いします。 

 

１．人口減少時代のまちの現状 

最初にコンパクト・プラス・ネットワークの話で

すけれども、その前に今のまちの現状というとこ

ろからお話を進めさせていただきたいと思います。 

私が講演をするときには常にこの話から始める

のですけれども、我が国の人口の長期的な推移と

いうところです。これを見れば、いかに戦後の日本

というものが、一気に人口が増加して急減少して

いくというところが分かるかと思います。やっぱ

りまちづくりの最重要なファクターというものは

人口だと思います。この人口が大きく増えて減っ

ているというところ、これは有史以来のまちづく

りについて一番難しい時期であり、その時期にま

ちづくりに携われるということは、困難ではあり

ますけれども、ある意味誇りなのかなと私は思っ

ています。 

この人口減少ですけれども、全国一様に減って

いけば、それはそれでやりようも単純なのですけ

れども、難しいのは、この人口減少というのが一様

ではなくて、かなり地域差をもって減っていって

いるというところになります。2020 年から2050 年

の人口の減少度合いというものを見ると、秋田県

だと42％減るとか、そういったことが出ています。

これもまた、同じ県の中でもかなり状況も違って

いますから、それぞれの市町村ごとに、どうしてい

かなければいけないのかを考えなければいけない

というところです。 

ではなぜ一様に変わらずに、人口がそれぞれの

ところで大きく違ってきているのかというところ

については、これはもう明白でありまして、それは

人口が移動しているからというところです。ご存

知の通り、東京一極集中というところですけれど

も、例えば20代では、東京圏への転入が多くなっ

ていて、その傾向というのはずっと続いていると

ころです。現代の20代は1学年で120 万人ぐらい

いて、その中で 1 都 3 県の東京圏以外の人たちが

100 万人ぐらいいます。そのうち 16 万人が東京圏

に1回入ってきて、8万人が出ていくのですけれど

も、100 万人のうちの8万人が東京圏に移転してし

まうというインパクトは、非常に大きいと思いま

す。そこをどうにかするというところが、地方創生

の課題になると思います。 

人口が減っていくと何が問題になるのかという

のを表している例として、例えば百貨店が 80％の

確率で存続するためには37万 5千人の人口が必要

で、22 万 5 千人の人口があれば、半分の確率で百

貨店がその都市に存在できる、というデータがあ

ります。また、救命医療では、22万から10万弱の
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ところで存在し得るというところになってきます。

一市町村あたりの人口が減っていきますと、だん

だん百貨店なり救命医療なりというサービスが受

けられなくなってしまう。あるいは総合スーパー

とか大手コーヒーチェーンといったサービスも 10

万人を切って 5 万人ぐらいになってくると、そう

いったサービスが受けられなくなるということで

あります。どこまでのサービスがあれば皆さんが

ここに住んでもいいやと思ってくれるのか、とい

うところはありますけれども、ある程度の人口の

集積がないと、こういうサービスが受けられなく

なるという点では非常に問題であって、どこまで

の人口を維持して、どういうサービスを維持して、

人々の生活を守っていくのかというところの示唆

に富んだデータだと思います。 

人口の問題と、もう一つしっかりと考えていか

なければいけないのは、市街地の面積という関係

です。これで言いますと、1960年人口を 100とし

たときの人口の伸びと、市街地面積の拡大を比べ

ると、市街地面積は 3.4倍に広くなっていて、いま

だ拡大中というような状況ですけれども、もちろ

ん人口は減ってきているというようなところです。

労働者の中心となる若い中年の世代が、市街地面

積を維持するために様々なインフラの維持とか、

そういったことをやらなければいけない。ただ人

口という面で見れば、人口フローの断面で見ると、

現在の出生数が 67万人とこの前発表されましたけ

れども、一方で私、第 2次ベビーブーマー世代です

が、私の時の同級生は 200万人以上、210万人ぐら

いいました。そこから比べれば 3 分の 1 です。私

がもうすぐ引退して、70 代になった時に、やっと

この 67万人の子どもたちが出てきて、だんだん社

会の中心になっていきます。その時に、この 67万

人を中心とした若者たちでこの市街地面積が維持

できるのか。八潮のような、不幸なインフラの老朽

化による事故が多発することにならないのかとい

うところはよく考えて、市街地面積のコントロー

ルに本気になってやっていかなければいけないと

いうのが、コンパクトシティをやっていくために

必要なことと考えています。 

 

２．コンパクト・プラス・ネットワークの推進 

ここからは、コンパクト・プラス・ネットワーク

で今何をしているのかというお話に入っていこう

と思います。 

コンパクト・プラス・ネットワークのねらいとし

て、人口は減るけれども、人口密度を維持すること

によって、経済用語でいう密度の経済を発揮して、

生産性をあらゆる場面で上げていくということで

す。それによって、生活の利便性だとか、地域経済

の活性化を図っていくということと、公共交通も

密度を上げれば使いやすくなりますから、そうい

った意味で CO2の削減にも寄与するし、あるいは安

全性に配慮しながら密度を上げる場所を考えてい

けば、居住地の安全性の強化にもつながるという

ところがメリットになると思います。 

生産性というものが、商売をする上で非常に重

要なファクターになります。その中で、ここで例と

して挙げさせていただいているのは、都市型のコ

ンビニですけれども、これは人口密度とすごく相

関性が高くて、ある一定の人口密度があるところ

では、都市型で駐車場がないコンビニというもの

が存在し得ると考えています。この人口密度 40人

/haが、都市型コンビニが存在するために必要な人

口密度だと推計されますけれども、人口が一様に

減っていくということによって、この人口密度が

維持できなくなると、まちなかにコンビニがなく

なってしまうということで、コンビニは一つの例

ですが、生活サービスの維持がまちなかでも難し

くなってくると、特に交通弱者で自家用車が使え

ないような方々は生活が難しくなります。 

あと、ダイレクトに効くのは、生産性のところで

すけれども、小売業で言いますと、人口密度と販売

効率には相関関係があって、やっぱり密度が高け

れば高いほど物は売りやすくなる、というところ

があるので、商売をする方々にとってみても、そう

いったところがコンパクト・プラス・ネットワーク

にしていくことによって、生産性が向上して商売

がしやすくなるという関係になります。 

それは商売という意味だけではなく、行政サー

ビスでも全く同じで、行政コストで見ても、人口密

度が下がれば下がるほど、1人当たりの歳出額が上

がってきてしまいます。つまり人口密度が下がれ

ば行政コストは上がり、人口密度が上がれば行政

コストを抑えることができるという関係になって

います。自治体の収入という意味での固定資産税

の基礎となる地価も、人口密度が上がれば上がる

ほど住宅地の平均地価が上がりますので、固定資

産税収入という面でもプラスになるという関係に

なっていますから、コンパクト・プラス・ネットワ
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ーク、それを実現するためにある程度のコストは

かかりますけれども、それは将来的な行政コスト

の増加を抑えるという意味もあると考えておりま

す。 

そういった中で、コンパクト・プラス・ネットワ

ークの計画制度を平成 26年に作りました。これは

都市計画というもので言えば、人口増加局面だと、

人口が増加するに従って開発ができる区域を増や

していくということができましたけれども、人口

が減少する局面になった時に、増やした市街地面

積を強制的に減らす、いわゆる逆線引きみたいな

ことがなかなか強制力をもってすることはできな

いという中で、人口密度を高めるために緩やかな

誘導をもってコンパクトシティを実現していこう

ということを考えて作られた制度になっています。

その内容は、居住を誘導すべきエリアというもの

を、居住誘導区域に設定するのと、その居住誘導区

域の中に都市機能誘導区域として、生活に必要不

可欠なサービス、医療だとか福祉だとか商業、教育、

こういったものをまちなかに誘導するエリアを作

ります。その誘導するために必要な支援としての

容積率の緩和ですとか、税・財政・金融上の支援、

こういったものをすることによって、まちなかの

利便性を高めていく。それによって、利便性が高い

ということをもって皆さんがその周辺に居住をし

てもらうのがコンパクトシティの計画になってお

ります。 

コンパクトシティの計画も進んではきているの

ですけれども、結構誤解も多いところになってい

ます。そこについては、この 10年ずっと言い続け

ているところなのですけれども、誤解の多くとし

ては、全ての人をそこに集約してしまうのではな

いかという点だとか、あるいは急激に変化させて

しまうのではないか、というところを仰られるこ

とが多いです。例えば郊外部で農業をしている方

たちを、その生業である農地から引き離してまち

なかに住んでもらう、そんなことは全く考えてい

ません。そういった方は、そういったところにお住

みいただいて構わないです。ただ、どっちに住んで

も構わないという都市的な生活をされている方に

ついては、どっちでもいいのだったら、生活利便性

の高いまちなかに住もうという選択をしてもらえ

るようにする。すべての人口を集中させるのでは

なくて、それぞれの選択の中で、そこに住むのが合

理的な人は郊外部に引き続き住んでもらうし、ま

ちなかに住むということが合理的な人はそちらに

住んでもらうということを、我々としても誘導し

ていきます。あと、急激な変動は生じないという意

味で言えば、おじいちゃんおばあちゃんが、私はず

っとここに住みたいと言っているのであれば、そ

れをどうこう言うつもりは全くないです。それは

もうそのままお住みいただければ、それでいいと

思います。ただ、そのおじいちゃんおばあちゃんの

子供の世代が、その孫世代を養育しながら住んで

いくという時に、郊外部で住むのか、あるいはまち

なかに子と孫とが住んでというようなことをする

のか。それは保育サービスがきちんと整っている

まちなかに住んでいただくという生活を選んでも

らう。それによって、今おじいちゃんおばあちゃん

は郊外に住んでいますけれども、1世代変わった時

に、やっとコンパクト・プラス・ネットワークが成

立するということができれば、それで構わないと

思っています。私はコンパクト・プラス・ネットワ

ークの制度ができた時から都市局にいましたけれ

ども、その時からこの施策自体は、ワンジェネレー

ション、30 年かけてやっていくための施策である

と思っていましたので、そういった点で短期に成

果を出すというよりも、長期的な視野に立って何

をしていくのかというのを積み重ねていって物事

を最終的に着地させる、という施策だと思ってい

ます。 

そのコンパクト・プラス・ネットワークの取り組

みですけれども、だいぶ進んできているところで

はあります。650の都市で、もうすでにコンパクト・

プラス・ネットワークの計画である立地適正化計

画（立適）を作成していただきましたし、作成途中

であるという都市も含めれば、947の都市が計画の

作成に取り組んでいただいていますので、当初作

っていた目標は達成しているところです。また、成

果が上がっているのかというところですけれども、

居住誘導区域の人口自体が増加している都市が少

ないなかで、市町村全体の人口のうち居住誘導区

域の居住している人口の割合が増加している、相

対的に居住誘導区域の人口が増えているというと

ころが、3分の 2の自治体でそうなっていますし、

あるいは都市機能誘導区域として生活サービス機

能を誘導できているというところが 3 分の 2 にな

っていますから、一定の成果はこの 10年で上がっ

ているのかなと思っています。 

ただ、全国一様にコンパクトシティの計画が進
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ません。そういった方は、そういったところにお住

みいただいて構わないです。ただ、どっちに住んで

も構わないという都市的な生活をされている方に

ついては、どっちでもいいのだったら、生活利便性

の高いまちなかに住もうという選択をしてもらえ

るようにする。すべての人口を集中させるのでは

なくて、それぞれの選択の中で、そこに住むのが合

理的な人は郊外部に引き続き住んでもらうし、ま

ちなかに住むということが合理的な人はそちらに

住んでもらうということを、我々としても誘導し

ていきます。あと、急激な変動は生じないという意

味で言えば、おじいちゃんおばあちゃんが、私はず

っとここに住みたいと言っているのであれば、そ

れをどうこう言うつもりは全くないです。それは

もうそのままお住みいただければ、それでいいと

思います。ただ、そのおじいちゃんおばあちゃんの

子供の世代が、その孫世代を養育しながら住んで

いくという時に、郊外部で住むのか、あるいはまち

なかに子と孫とが住んでというようなことをする

のか。それは保育サービスがきちんと整っている

まちなかに住んでいただくという生活を選んでも

らう。それによって、今おじいちゃんおばあちゃん

は郊外に住んでいますけれども、1世代変わった時

に、やっとコンパクト・プラス・ネットワークが成

立するということができれば、それで構わないと

思っています。私はコンパクト・プラス・ネットワ

ークの制度ができた時から都市局にいましたけれ

ども、その時からこの施策自体は、ワンジェネレー

ション、30 年かけてやっていくための施策である

と思っていましたので、そういった点で短期に成

果を出すというよりも、長期的な視野に立って何

をしていくのかというのを積み重ねていって物事

を最終的に着地させる、という施策だと思ってい

ます。 

そのコンパクト・プラス・ネットワークの取り組

みですけれども、だいぶ進んできているところで

はあります。650の都市で、もうすでにコンパクト・

プラス・ネットワークの計画である立地適正化計

画（立適）を作成していただきましたし、作成途中

であるという都市も含めれば、947の都市が計画の

作成に取り組んでいただいていますので、当初作

っていた目標は達成しているところです。また、成

果が上がっているのかというところですけれども、

居住誘導区域の人口自体が増加している都市が少

ないなかで、市町村全体の人口のうち居住誘導区

域の居住している人口の割合が増加している、相

対的に居住誘導区域の人口が増えているというと

ころが、3分の 2の自治体でそうなっていますし、

あるいは都市機能誘導区域として生活サービス機

能を誘導できているというところが 3 分の 2 にな

っていますから、一定の成果はこの 10年で上がっ

ているのかなと思っています。 

ただ、全国一様にコンパクトシティの計画が進

 

んでいるかというと、小さな市町村では計画の作

成が進んでいないところがあります。小さな市町

村こそ人口減少が激しくて、コンパクトシティの

計画を早く作って対応しなければいけないのに、

必要性の高いところに限ってなかなか進んでいな

いというところが一つ問題としてはあります。あ

とは、その 3 分の 2 の市町村で居住が誘導され、

都市機能が誘導されていると言いますが、それは

短期的に見ればそうなのですけれども、先ほど申

し上げたように、コンパクトシティの計画自体は

30 年ぐらいかけてやっていかなければいけない息

の長い政策です。今成果が出ているところは良い

ですけれども、成果が出ていないのであれば、次々

に計画をブラッシュアップしていって、なぜ成果

が出てないのかというのを見直していきながら、

あるいは順調に進んでいるところでもいくつか課

題を抱えているところは当然ありますから、そう

いった課題を克服していきながら、常にブラッシ

ュアップしていかなければいけないところがあり

ますが、なかなか計画のブラッシュアップという

のは、5年に一度計画の見直しをやってね、という

ふうに努力義務で課しているのですけれども、進

んでいないところもあるので、そういった見直し

に対して進めていく手立てが必要と我々としては

課題として認識しています。 

そういう中で、皆さんにある程度の危機感を持

ってもらいつつ、計画のブラッシュアップをしっ

かりとしていくためのツールとして昨年度から始

めたのが、まちづくりの健康診断というスキーム

になっています。これは健康診断と言っています

ので、国としてデータを色々集めて、様式 Aのとこ

ろに居住誘導区域内の人口割合があなたのまちで

は増えています、あるいは減っています、というよ

うなこと、都市機能誘導区域の誘導施設の割合が

増えています、減っていますというようなことと

か、あとは間接指標にて公共交通沿線の人口が増

えています、減っています、あるいは防災として災

害上危険なエリアの人口が実は増えていますよと

いうような基礎的な情報、まちの立地に関する基

礎的な情報を我々として提供し、市町村の側から、

様式 B と言っていますけれども、それぞれどんな

施策をやっているのかというようなことを登録し

てもらい、それの結果を基にして、うまくやってい

るところではこんな施策をしているよというもの

を、診断書という形で全国の自治体にお届けする。

お届けする際には、どれぐらいの人口規模で、どう

いう人口、まちの特性があるというようなところ

で区分けした形で、大きな都市であればできるけ

れども、小さな都市だとこんな施策を言われても

できないよね、みたいなことがありますから、それ

はそれぞれの人口規模に合わせて、こんなことを

同じ規模の都市ではやっていて、ある程度の成果

を出しているよということをお示しするスキーム

をまちづくりの健康診断と称して昨年から始めた

ところです。実際、皆さんのところにはもう届いて

いるかと思います。まもなく 2年目として、また様

式 A をお届けすることになっております。その時

にはなるべくグレードアップさせていただきたい

と思います。 

このまちづくりの健康診断で進めていくのと合

わせまして、数字だけが紙として届いて、メールで

お届けをすることによって、では何かを始めよう

ということにはなかなかならないかと思います。

健康診断でメタボと言われたとしても、なかなか

すぐに健康づくりを始めるかというと、そうはな

らないように、なかなかそれだけで進めるという

のは難しいかと思いますので、令和の都市（まち）

リノベーション全国推進運動というのもあわせて

やらせていただくことにしました。これは、昨年の

12 月ぐらいから始めているところですけれども、

先ほど申し上げたような健康診断の結果をお持ち

して、実際に各地方整備局の職員が地方公共団体

を行脚しまして、どういったところに課題がある

のか、それの課題を解決するために国からこんな

支援制度があるけど使ってみないか、ということ

を対話させていただく取り組みを始めたところで

す。始めて半年ぐらいで、153の自治体にご訪問さ

せていただいています。これからますます進めて

いこうと思っていますので、各自治体の職員の方

におかれましては、一度こういったところで相談

していただきながら、どういうふうにまちのリノ

ベーションを進めていくべきか、というところを

考えていただく一助としていただければと思いま

す。 

あと、そのまちづくりを進めていくためには、ま

ちづくりはどうしても総合行政としてやっていか

なければいけない部分があるので、コンパクト・プ

ラス・ネットワークを推進する上でも、各政策との

連携というものを深めていかなければいけません。

そういった意味で、本省レベルで、コンパクト・プ
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ラス・ネットワークの形成支援チームというのを

関係府省庁で作って、そこで政策間の連携、どうい

うことができるのかということを話し合っていま

す。例えば厚労省の政策での介護施設の再編集約

化という予算の要件の中に、立地適正化計画の都

市機能誘導区域や居住誘導区域で集約再編する場

合に特別に支援していただくとか、そういうよう

な連携を図ることによって、それぞれの施策を推

進していく中でもコンパクト化を進め、まち全体

の効率化、それは各施策の効率化にもなりますの

で、そういったことをやっているところです。各自

治体の中においても、まさにこういったことで、そ

れぞれの部局と連携しながら進めていっていただ

きたいと思います。 

 

３．令和８年度 法改正概要 

前半部分として、今まで我々がどういうことを

やっていて、そこにどういう課題を見出して、手当

てをしてきたかというところをお話しさせていた

だきました。ではそういった中で、今回の法改正と

して、どういうところに課題を認識して、どういう

法改正を行ったかというところを、これから順次

説明していきたいと思います。 

その説明に入る前に、都市再生の制度というも

のの大枠をまず認識していただきたいと思います。

都市再生の制度自体は、平成 14年に作られました。

最初は主に大都市の都市再生を緊急に整備しなけ

ればいけないエリアを政令で指定して、そこにお

ける民間の都市開発事業に対する支援を集中的に

行うという取り組みを始め、そこから真ん中の全

国都市再生ということで、平成 16年に公共公益施

設を作る整備をするということを真ん中に置きな

がら、地方の都市再生を図っていくということ、コ

ンパクトシティのための立地適正化計画を平成 26

年に作るということをやってきましたが、今回の

法改正は、主に地方の都市部における都市再生と

いうものをどうやって進めていくのかというもの

が中心になっています。あと、都市再生特別措置法

だけではなく、歴史まちづくり法であるとか景観

法とか、そういったところも法改正を併せてやっ

ているというところですので、そこを念頭に置き

ながらお話を聞いていただければと思います。 

平成 26年に立適を作ってから 10年ちょっとで、

先ほど申し上げた都市再生特措法が平成 14年にで

きましたから、そこから考えれば四半世紀が経つ

というような中で、様々な状況変化が起こってい

ます。人口減少がさらに進み、災害の激甚化・頻発

化が進み、空き家とかも増加しており、建築費とか

の高騰も進んでいるという中で再開発もやりにく

くなっているというような、色々な状況の変化が

起こっています。 

そのような中で、我々が一番着目したところが

地方都市の課題であり、先ほども東京に一極集中

していることを挙げて、そこが地方の再生に関し

ては一番の課題ですと申し上げましたけれども、

地方都市から転出して東京に出てきてしまった理

由は大きく 2つあって、1つは希望する仕事が見つ

からないから、賃金の良い仕事がないから東京に

出てきたというところと、生活の利便性、日常生活

が不便であるとか、生活の変化に乏しいだとか、レ

ジャー施設がないとか、というようなことになっ

ています。また、仕事と挙げているのは男性に多く

て、日常生活、生活利便性を挙げているのは女性が

多い。特に人間関係やコミュニティの閉塞感とい

うのは、断然女性が多かったり、男性女性の性差に

よって、それぞれ思うところは違いますけれども、

仕事とか生活の利便性を理由にして、東京に出て

きてしまうところがある。これをうまく逆回転さ

せていくことができないかと考え、それはまちづ

くりだけでは当然できなくて、まちづくりは総合

行政なので色んなこととの連携をしながら、地方

都市の課題に問題意識を持って今回の法改正を考

えました。 

法改正の背景には、先ほど申し上げた背景もあ

るので、仕事の関係、まちなかの魅力の関係、これ

をもっと力を入れていくという意味で、地域の稼

ぐ力、これを強化していくということと、まちの魅

力を磨き上げていく、これを通じて地域に民間投

資を呼び込む「令和の都市（まち）リノベーション」、

令和の時代に合わせた都市再生を進めていくとい

うのが、我々としての狙いになります。そのために

やったことが、大きく分けると 4 つ柱がございま

す。1つ目の柱は、特に稼ぐ力、まちの魅力の磨き

上げにもなるのですけれども、その都市の集積と

いうものをさらに高めていこうということになり

ます。2つ目の柱が、そのまちの魅力という観点で、

地域固有の色々な魅力、歴史・文化・景観、こうい

ったものに根差したまちづくりを推進していきま

しょうというお話が 2つ目。3つ目は、そういった

魅力を磨き上げるにしても、まちの整備というだ
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ラス・ネットワークの形成支援チームというのを
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ればいけないエリアを政令で指定して、そこにお

ける民間の都市開発事業に対する支援を集中的に

行うという取り組みを始め、そこから真ん中の全

国都市再生ということで、平成 16年に公共公益施

設を作る整備をするということを真ん中に置きな
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年に作るということをやってきましたが、今回の
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が中心になっています。あと、都市再生特別措置法

だけではなく、歴史まちづくり法であるとか景観

法とか、そういったところも法改正を併せてやっ
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ジャー施設がないとか、というようなことになっ
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やったことが、大きく分けると 4 つ柱がございま

す。1つ目の柱は、特に稼ぐ力、まちの魅力の磨き

上げにもなるのですけれども、その都市の集積と

いうものをさらに高めていこうということになり
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しょうというお話が 2つ目。3つ目は、そういった
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けではなくて、使い方に着目して、その良い使い方

ができるようなやり方を、うまく整備の段階から

考えてやっていきましょう、あるいは使い方とい

う点で、エリアマネジメント団体みたいなものを

うまく活用してまちづくりを進めていきましょう、

というのが 3つ目の柱です。最後、4つ目は、そう

いったまちづくりをしていくための基礎的なもの

としての安全性の確保というのは必要ですから、

安全性についてもきちんと対応をしていきましょ

う、こういう 4 つの柱で法改正を今回させていた

だいたというところになっています。順次中身を

見ていきたいというふうに思います。 

1つ目の柱は、都市機能の集積です。都市機能の

集積については、先ほどまさに申し上げたコンパ

クト・プラス・ネットワークが土台になっています。

そこでは、都市機能として生活に必要不可欠なサ

ービス、医療とか福祉とか、あるいは教育、商業を

まちなかに集積をさせてきたというところであり

ますけれども、そういったものの集積だけだと、さ

らに人口減少が加速していますから、なかなかそ

れぞれの施設の維持というのが難しくなってきて

いる、というところであります。そういった中で、

もっとさらに集積を高めていくという意味で、業

務施設、あるいは業務支援施設という、オフィスだ

とかインキュベーション施設という働く場、こう

いったものもまちなかに集積させることによって、

これらの集積でまちなかの商業施設と近接すれば、

業務施設自体も当然集積されますが、周りにある

商業施設にも好影響を及ぼすという意味で、相互

での好影響を及ぼすところがあります。あとは集

客施設、ホテル、スタジアム、アリーナについても、

あわせてまちなかに集客させる。こちらの方が、特

に商業施設との相性はいいのかもしれませんけれ

ども、そういったものを集積させることによって、

まちなかのにぎわいを増やしていく。あるいは今

まで集積させていた生活サービス機能というもの

をより維持しやすくする。あとは職場もまちなか

に誘導することによって、職住近接、職住と生活サ

ービス機能、この 3 つがそれぞれ集積をするとい

うことで、生活利便性を高めるというようなこと

を狙って、こういった施設の集約集積をまちなか

でやっていく。立地適正化計画の中に、特定業務施

設等として、これらの施設を誘導する事項を設け

まして、容積率の緩和であるとか、あるいはそうい

ったものの立地への財政金融面の支援をやってい

る、というところになります。 

どんなまちを目指しているのかというところの

優良事例を紹介すると、業務支援施設、インキュベ

ーション施設でうまくやっている事例としては、

長岡市になります。これは再開発に伴ってイノベ

ーション地区を設けて、スタートアップ企業の創

業支援拠点を作る、ものづくりラボみたいなもの

を再開発事業の中に組み込みました。背景として

は、長岡市は技術系の大学だとか高専だとか、そう

いう技術系の学生が非常に多いところではありま

した。ただ、4つ大学がありましたけれども、それ

ぞれの連携というのがうまく取れてないようなと

ころもありましたので、またそれぞれの大学が郊

外部にあったので、まちなかに 4 つの大学の人た

ちが集えて、色んなことを相互に連携しながら、ス

タートアップとかを立ち上げていける拠点を作る

ことによって、そのイノベーションを創発してい

くということを、その地域特性に応じてされてい

ます。あとは、長岡市は新幹線で東京にも出やすい

というところもありますけれども、サテライトオ

フィスをあわせて設けて、70 数社、東京圏の企業

が長岡でリモートワークする人を採用するという

こともしていただきながら、業務支援系の施設で、

まちなかににぎわいを取り戻されているというよ

うな例になります。 

あとは、業務施設系の例としては前橋市があり

ます。前橋は、かつての中心市街地で結構空き店舗、

空きビルみたいなものがあったのですけれども、

ここをうまく活用して、企業支援をやったり、施設

と企業とのマッチングサービスを前橋市自体がや

ることによって、まちなかのエリアの空き店舗を

リノベーションして、そこに色んな企業に入って

いただく。オフィス系が多いですけれども、従業員

を 5 年間で、まちなかエリアで 1,000 人増やすと

いうことを達成されている、というような例にな

っていますから、リノベーションとかでうまく使

っていけばそういったこともできる。 

あとは集客施設の例としては、長崎市。これはち

ょっと特殊な環境で、ジャパネットさんがサッカ

ースタジアムを作りましたけれども、作った場所

が非常にまちなかで、公共交通が発展していると

ころですので、そこですごく相乗効果が出ている

のと、施設自体もサッカースタジアムだけではな

くて、オフィスもあれば、ホテルとか商業施設もあ

るというようなものをまちなかに用意するという
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ことによって、非常ににぎわいが創出されている。

長崎は非常に若者の転出超過が多かったのですけ

れども、転出超過であることには変わりはないも

のの、超過数を 6 割減らすことができたというこ

とで、若者の定着につながっているということが

あります。こういったものを我々先行事例としな

がら、それぞれの地域特性によってどこに注力す

るかというのはそれぞれの地域で考えなければい

けませんけれども、こういったものを支援してい

きたいと考えています。 

そのための支援ツールとして、様々なものをご

用意しておりますけれども、先ほど言った財政支

援という面で言えば、集客施設に対する財政支援

は直接的なものはないのですけれども、業務施設、

業務支援施設については、皆さんが共有で使う共

有スペースについては、その床部分を支援すると

いうものを、今回立ち上げさせていただいていま

す。 

あとは、こちらは集客施設も含めてですけれど

も、民都機構によるまち再生出資などの金融支援。

これにつきましては、業務施設あるいは集客施設

の床部分も含めて支援対象とさせていただいて、

金融支援をすることになっています。金利も上昇

局面であり、有効な支援ツールと考えておりまし

て、こういったところもさせていただきながら、ま

ちなかへの業務施設等の集積について、我々とし

ても全力で支援しているところになります。 

もう一つの立適の改正内容としては、広域連携

があります。先ほど申し上げたように、小規模な自

治体では計画の作成がうまく進んでいないところ

がございます。小規模自治体では、一つの市町村の

中で全ての生活サービス機能なりを自前で用意す

るのが難しく、計画の作成もなかなかできないと

ころがあって、そういったところを何とかうまく

やっていきたいという面で、広域連携をして、一つ

の都市でサービス機能、先ほど申し上げたように

救急医療だと 10万人以上の人口がないと、そもそ

も存続できないから、都市圏として考えて、10 万

以上の人口になるような都市圏で生活サービス機

能を立地させる。それをどういうところに立地さ

せればいいのかというものを都市圏で考えて役割

分担をしていく、ということを進めていきたいと

考えています。これ自体は市町村のヨコ連携でや

ってきたというのがありますけれども、課題認識

として、全国の中で都市圏として、そういう広域的

な立地適正化の方針を作成している先行事例が 8

事例しかないというところもあって、ここにもっ

とテコを入れたいと考えております。市町村のヨ

コ連携だけだと連携するにも限界があるので、広

域行政主体である都道府県にもう少し汗をかいて

いただいて、特に小さい市町村が自分たちだけで

立適を作り得ないということであれば、市町村の

求めに応じて都道府県が調整のテーブルを作って

市町村間の調整をする、というようなところであ

るとか、都市計画区域が複数の市町村にまたがる

ところだったら、当然一つの都市圏として考えな

ければいけないので、市町村がそれぞれ計画を作

成するときに、都道府県に意見を聴取することに

よって、広域的な観点で立地の適正化を図ってい

くというふうにしています。 

そうすると、どんなことが起きるのかというの

は、数少ない広域連携の事例で申し上げると、例え

ば姫路は、先ほど申し上げたような救急医療をど

こに立地させるかを考えたときに、交通の利便性

の高い姫路市の、さらに交通の結節点に救急医療

を作って、そこから公共交通をしっかりと各市町

村との間で維持をしつつ、その公共交通の利便性

の高いところになるべく皆さん住んでいただける

ように居住誘導区域を設定する、ということを皆

で合意をして、都市圏全体で方針を定め、それぞれ

の町で立地適正化計画を個別に作成する、という

ことをされていて、まさにこういうことを都市圏

ごとにやっていってもらいたいと考えています。 

それについては我々としても、今年度都道府県

による広域的な立地適正化の方針に対する支援を

やることにしていますので、これから都道府県が

主導した形でのこういった方針作成をどしどし進

めていきたいと考えております。 

また、一つ目の柱の中で、その都市機能の集積を

進める上で色んなツールがあるのですけれども、

そういったツールをしっかりと使えるようにブラ

ッシュアップしていくというのが、この三つ目の

ところになります。都市機能の集積をするための

ツールということで、これは特に再開発だとか、区

画整理も建築費の高騰とかもあって進んでいない

ので、少しでもそういった再開発が進みやすくな

るように、今般色々な制度改正をしました。昨今再

開発事業の期間が伸びることによって費用も伸び

るという個別事業が増えていて、全体の 8 割弱が

期間の延長や費用の増加を抱えている状況になっ
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ことによって、非常ににぎわいが創出されている。

長崎は非常に若者の転出超過が多かったのですけ

れども、転出超過であることには変わりはないも

のの、超過数を 6 割減らすことができたというこ

とで、若者の定着につながっているということが

あります。こういったものを我々先行事例としな

がら、それぞれの地域特性によってどこに注力す

るかというのはそれぞれの地域で考えなければい

けませんけれども、こういったものを支援してい

きたいと考えています。 

そのための支援ツールとして、様々なものをご

用意しておりますけれども、先ほど言った財政支

援という面で言えば、集客施設に対する財政支援

は直接的なものはないのですけれども、業務施設、

業務支援施設については、皆さんが共有で使う共

有スペースについては、その床部分を支援すると

いうものを、今回立ち上げさせていただいていま

す。 

あとは、こちらは集客施設も含めてですけれど

も、民都機構によるまち再生出資などの金融支援。

これにつきましては、業務施設あるいは集客施設

の床部分も含めて支援対象とさせていただいて、

金融支援をすることになっています。金利も上昇

局面であり、有効な支援ツールと考えておりまし

て、こういったところもさせていただきながら、ま

ちなかへの業務施設等の集積について、我々とし

ても全力で支援しているところになります。 

もう一つの立適の改正内容としては、広域連携

があります。先ほど申し上げたように、小規模な自

治体では計画の作成がうまく進んでいないところ

がございます。小規模自治体では、一つの市町村の

中で全ての生活サービス機能なりを自前で用意す

るのが難しく、計画の作成もなかなかできないと

ころがあって、そういったところを何とかうまく

やっていきたいという面で、広域連携をして、一つ

の都市でサービス機能、先ほど申し上げたように

救急医療だと 10万人以上の人口がないと、そもそ

も存続できないから、都市圏として考えて、10 万

以上の人口になるような都市圏で生活サービス機

能を立地させる。それをどういうところに立地さ

せればいいのかというものを都市圏で考えて役割

分担をしていく、ということを進めていきたいと

考えています。これ自体は市町村のヨコ連携でや

ってきたというのがありますけれども、課題認識

として、全国の中で都市圏として、そういう広域的

な立地適正化の方針を作成している先行事例が 8

事例しかないというところもあって、ここにもっ

とテコを入れたいと考えております。市町村のヨ

コ連携だけだと連携するにも限界があるので、広

域行政主体である都道府県にもう少し汗をかいて

いただいて、特に小さい市町村が自分たちだけで

立適を作り得ないということであれば、市町村の

求めに応じて都道府県が調整のテーブルを作って

市町村間の調整をする、というようなところであ

るとか、都市計画区域が複数の市町村にまたがる

ところだったら、当然一つの都市圏として考えな

ければいけないので、市町村がそれぞれ計画を作

成するときに、都道府県に意見を聴取することに

よって、広域的な観点で立地の適正化を図ってい

くというふうにしています。 

そうすると、どんなことが起きるのかというの

は、数少ない広域連携の事例で申し上げると、例え

ば姫路は、先ほど申し上げたような救急医療をど

こに立地させるかを考えたときに、交通の利便性

の高い姫路市の、さらに交通の結節点に救急医療

を作って、そこから公共交通をしっかりと各市町

村との間で維持をしつつ、その公共交通の利便性

の高いところになるべく皆さん住んでいただける

ように居住誘導区域を設定する、ということを皆

で合意をして、都市圏全体で方針を定め、それぞれ

の町で立地適正化計画を個別に作成する、という

ことをされていて、まさにこういうことを都市圏

ごとにやっていってもらいたいと考えています。 

それについては我々としても、今年度都道府県

による広域的な立地適正化の方針に対する支援を

やることにしていますので、これから都道府県が

主導した形でのこういった方針作成をどしどし進

めていきたいと考えております。 

また、一つ目の柱の中で、その都市機能の集積を

進める上で色んなツールがあるのですけれども、

そういったツールをしっかりと使えるようにブラ

ッシュアップしていくというのが、この三つ目の

ところになります。都市機能の集積をするための

ツールということで、これは特に再開発だとか、区

画整理も建築費の高騰とかもあって進んでいない

ので、少しでもそういった再開発が進みやすくな

るように、今般色々な制度改正をしました。昨今再

開発事業の期間が伸びることによって費用も伸び

るという個別事業が増えていて、全体の 8 割弱が

期間の延長や費用の増加を抱えている状況になっ

 

ています。 

そういった点に対して我々としてできることを

本日は再開発で 3つと、あと都市再生で 1つ、4つ

のことをご説明しようと思います。その 1つ目は、

再開発、区画整理に対する、所有者不明土地対策で

す。区画整理ではよくあり、再開発でもありますが、

施行区域内における所有者不明土地の問題が、施

行全体の 1 割ぐらいの事業であるというようなデ

ータもあり、将来的にはさらに増えていきますか

ら、そういったところに対処していかなければい

けないので対策をしたのがこの 3つになります。 

1つは、所有者不明土地が出てきたときに、所有

者不明土地の管理人を専任してもらって、その管

理人が所有者不明土地の処理ができるという手続

を踏んでいくことによって、その土地を売却する

ことができるのですけれども、この所有者不明土

地の管理人を、裁判所に選任請求できる者は利害

関係者となっていて、その利害関係者の範囲が裁

判所の判断によって違う場合があって、例えば再

開発事業の組合事業の施行者がなれる場合も、利

害関係者として認められる場合もあるし、認めら

れない場合もあったので、施行者は利害関係人で

あることを明らかにして、組合が実際に管理人請

求をすることが確実にできるようにするのが 1 つ

目です。 

2 つ目は、公示送達の制度になりますけれども、

これまで相手方の住所がわからないときにはこの

制度が使えるのは明確化しているのですけれども、

氏名自体がわからないときに使えるかというとこ

ろに法律上揺らぎがあったので、所有者不明の場

合でも使えるようにするのが 2つ目。 

さらに 3つ目のところは、再開発を行うときの 3

分の 2 の同意要件の母数のところに、所有者不明

土地の方が大量にいらっしゃると、その方々は賛

成していないから反対とみなされていたのですけ

れども、所有者不明土地の方を母数から除外する

ことによって、意思を表明する人の中で賛成反対

を数えて 3 分の 2 を決定することができるように

したというのが 3 つ目。こういったところで所有

者不明、これからどんどん本格化していくかと思

いますので、先に手を打ったというものになりま

す。 

法律上すごくテクニカルで苦労したのが借地権

者の方への対応になります。借地権者の方という

のは、再開発事業を行うときに従前借地権を持つ

人の権利は再開発後も借地権になり、再開発事業

を行った後も借地権者になるというのが基本です

けれども、土地所有権者としての共有持分を持つ

こともできます。それがいつなれるかというと、権

利変換の計画認可の段階で決まるところがありま

した。それは事業認可があって、後に権利変換のと

きに所有者になっていたのですけれども、これが

借地権者の方にとってみれば、自分がどういう立

場に再開発が行われた後になるかというところが

不安定だったので、借地権者になるのか、土地所有

者になるのかという判断をもっと前倒しをして、

都市計画決定の段階でそれを決めることができる

ようにさせていただきました。それによって借地

権者の方は、自分は大家さん、土地所有権者と同じ

立場になれるということがその時点で判明します

から、安心して事業認可の段階で賛成できるよう

になり、借地権者の方の不安解消にもつながると

考えております。また、その決定の段階を前倒しし

て事業認可・組合設立認可の前に持ってきたこと

によって、区画整理であれば組合の設立認可の時

に、これまでは所有権者と借地権者がそれぞれ 3分

の 2 同意しなければ組合の設立認可がおりません

でしたけれども、事後に所有権者も借地権者も立

場が一緒になるということが、事業認可の段階で

明らかですから、所有権者と借地権者の合算の 3分

の 2 の同意があれば事業認可が出ることが認めら

れたことになります。借地権者の方が非常に少数

の場合においては、一人の方が反対されると、それ

によって事業が止まってしまうところもありまし

たけれども、そこは都市計画決定の段階で所有権

者と同じ立場になって合算 3 分の 2 ということが

できるようになりますので、事業を進める上でも

役立つと思っております。 

あとは、区画整理で換地をするときには、宅地上

のすべての権利が換地によって移動してしまうと

いう関係になっており、これによって、Aさんの土

地の地下に区分地上権を設定して地下鉄の権利を

持っていたのが、Aさんが換地されることによって、

地下鉄がないところにその権利が移動して、換地

で新たに来た C さんのところには地下鉄の権利が

なくなってしまう、という不整合な状態が起こっ

てしまうので、そういったことがないように、区分

地上権の一定のものは移転しないようにするとい

うことも合わせてしています。これはなかなか使

う場面もないかもしれませんけれども、そのよう
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なことも合わせてさせていただきました。 

あとは、特に先ほど申し上げた都市再生の 3 つ

の柱の大都市部にあたるところですけれども、民

間都市再生事業に対する都市再生緊急整備地域の

中での民間の都市再生、これに対する支援のツー

ルとして、大臣認定と大臣認定に伴う金融支援、税

制支援がありましたが、これは大臣認定の申請期

限が設けられていて、5年ごとに切れることになっ

ています。これは今回のタイミングでまた伸ばさ

せていただくことになりまして、令和 13年度末ま

でこれを延長させていただくことも合わせてさせ

ていただきました。これは緊急整備地域ですので、

ご参考まで、というのが 1つ目の柱になります。 

これ以降、法律改正の 2つ目、3つ目、4つ目の

柱にいきたいと思います。 

2つ目の柱は、地域の歴史・文化といった地域の

魅力をうまく磨き上げていこう、ということにな

っています。これらの取り組みは、すでに当然やっ

てきたところでありますけれども、その使い勝手

をさらに良くしていこうと、3つの観点でやらせて

いただこうと思っています。1つ目は地域の大切な

資産、資源をうまくリノベーションをしていくこ

とに対する支援です。2つ目は、景観形成について、

しっかりとやっていくものを我々として支援をし

ていきましょうというもの。3つ目は、歴史的なま

ちづくりを各地で進めていますが、それの裾野を

広げていきましょうという 3つになっています。 

順次その 3 つの中身を説明させていただきます

が、1つ目は、都市再生という枠組みの中でも、地

域の魅力を磨き上げるためのリノベーションに対

してしっかりと支援をしていきましょうというも

のです。都市再生の 3つの柱をお示しした中での、

真ん中の柱、公共公益施設の整備のための都市再

生整備計画、この中で地域の固有の魅力を磨き上

げるエリアというものを定めて、その中で公共が

所有する古民家とか廃校などをリノベーションし

て、オフィスだとかレストランだとかを変えてい

くものに対して、我々が予算上の支援をするとい

うことを、今回創設をさせていただいたところで

す。 

あと、その近辺の民間の施設のリノベーション

についても、金融支援などを合わせてさせていた

だくということも始めさせていただいて、これに

よって古民家とかのリノベーション、あるいは廃

校などがまさに民間ではなくて公共が所有してい

る空きストックでありますから、こういった廃校

をうまく活用して美術館に利用したりだとか、観

光拠点にしたりといった取り組みで、特に廃校み

たいなものは地域住民の方に特に愛着があるもの

で、それをなかなか壊せない、でもなかなか使いよ

うもないというものをうまく活用していただいて、

地域のにぎわいの核にしていただくということを、

我々として支援をしていきたいというものになっ

ています。 

次が、歴史まちづくりの関係になります。歴まち

については、歴まちの計画認定を受けると、色んな

ハード・ソフトの事業で支援を受けられるのです

が、この計画の認定を受けるために核となる文化

財が国の重要文化財などでなければいけなかった

ところがネックになって、地域的に広がりがなか

なか出なかったところがあります。今全国で 100地

域ほど計画認定されていますけれども、それの裾

野をもっと広げていきたいというところでござい

まして、国の指定の重要文化財以外のもので、市町

村さんが特に大事にしている市町村指定の文化財、

あるいは国の登録文化財を核としたまちづくりに

も計画を認定いたしまして、まちなみの環境整備

だとか、公園などにあるような歴史的な資産の活

用のための支援であるとか、そういったことをし

ようと考えています。 

それによって、例えば白石市だとか、柴又帝釈天

とかも重要文化財ではないらしくて、そういった

ものをコアにしたまちづくりのような、現在支援

ができなかったところに対しても支援の手を差し

伸べたり、豊後高田の昭和レトロだとか、そういっ

たところに対しても我々として今後は支援を広げ

ていくということをさせていただきたいと思って

います。 

なおかつ、今回新たに観光歴史まちづくりの推

進事業という、新たな事業を立ち上げました。この

事業によって、まちなみの高質化とか、そういった

ものが図られるのですけれども、何が良いかとい

うと、この事業の原資・財源は、国際観光旅客税を

使わせていただくことで観光庁と話ができていま

す。都市局の事業はなかなか人気が高く、措置率が

なかなか高くできないようなところがネックでは

あったのですけれども、新たな財源として観光旅

客税が確保できて、事業を進めることになりまし

たので、もし歴史まちづくりを核として地域の活

性化を図っていきたいということを思っていらっ
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なことも合わせてさせていただきました。 

あとは、特に先ほど申し上げた都市再生の 3 つ

の柱の大都市部にあたるところですけれども、民

間都市再生事業に対する都市再生緊急整備地域の

中での民間の都市再生、これに対する支援のツー

ルとして、大臣認定と大臣認定に伴う金融支援、税

制支援がありましたが、これは大臣認定の申請期

限が設けられていて、5年ごとに切れることになっ

ています。これは今回のタイミングでまた伸ばさ

せていただくことになりまして、令和 13年度末ま

でこれを延長させていただくことも合わせてさせ

ていただきました。これは緊急整備地域ですので、

ご参考まで、というのが 1つ目の柱になります。 

これ以降、法律改正の 2つ目、3つ目、4つ目の

柱にいきたいと思います。 

2つ目の柱は、地域の歴史・文化といった地域の

魅力をうまく磨き上げていこう、ということにな

っています。これらの取り組みは、すでに当然やっ

てきたところでありますけれども、その使い勝手

をさらに良くしていこうと、3つの観点でやらせて

いただこうと思っています。1つ目は地域の大切な

資産、資源をうまくリノベーションをしていくこ

とに対する支援です。2つ目は、景観形成について、

しっかりとやっていくものを我々として支援をし

ていきましょうというもの。3つ目は、歴史的なま

ちづくりを各地で進めていますが、それの裾野を

広げていきましょうという 3つになっています。 

順次その 3 つの中身を説明させていただきます

が、1つ目は、都市再生という枠組みの中でも、地

域の魅力を磨き上げるためのリノベーションに対

してしっかりと支援をしていきましょうというも

のです。都市再生の 3つの柱をお示しした中での、

真ん中の柱、公共公益施設の整備のための都市再

生整備計画、この中で地域の固有の魅力を磨き上

げるエリアというものを定めて、その中で公共が

所有する古民家とか廃校などをリノベーションし

て、オフィスだとかレストランだとかを変えてい

くものに対して、我々が予算上の支援をするとい

うことを、今回創設をさせていただいたところで

す。 

あと、その近辺の民間の施設のリノベーション

についても、金融支援などを合わせてさせていた

だくということも始めさせていただいて、これに

よって古民家とかのリノベーション、あるいは廃

校などがまさに民間ではなくて公共が所有してい

る空きストックでありますから、こういった廃校

をうまく活用して美術館に利用したりだとか、観

光拠点にしたりといった取り組みで、特に廃校み

たいなものは地域住民の方に特に愛着があるもの

で、それをなかなか壊せない、でもなかなか使いよ

うもないというものをうまく活用していただいて、

地域のにぎわいの核にしていただくということを、

我々として支援をしていきたいというものになっ

ています。 

次が、歴史まちづくりの関係になります。歴まち

については、歴まちの計画認定を受けると、色んな

ハード・ソフトの事業で支援を受けられるのです

が、この計画の認定を受けるために核となる文化

財が国の重要文化財などでなければいけなかった

ところがネックになって、地域的に広がりがなか

なか出なかったところがあります。今全国で 100地

域ほど計画認定されていますけれども、それの裾

野をもっと広げていきたいというところでござい

まして、国の指定の重要文化財以外のもので、市町

村さんが特に大事にしている市町村指定の文化財、

あるいは国の登録文化財を核としたまちづくりに

も計画を認定いたしまして、まちなみの環境整備

だとか、公園などにあるような歴史的な資産の活

用のための支援であるとか、そういったことをし

ようと考えています。 

それによって、例えば白石市だとか、柴又帝釈天

とかも重要文化財ではないらしくて、そういった

ものをコアにしたまちづくりのような、現在支援

ができなかったところに対しても支援の手を差し

伸べたり、豊後高田の昭和レトロだとか、そういっ

たところに対しても我々として今後は支援を広げ

ていくということをさせていただきたいと思って

います。 

なおかつ、今回新たに観光歴史まちづくりの推

進事業という、新たな事業を立ち上げました。この

事業によって、まちなみの高質化とか、そういった

ものが図られるのですけれども、何が良いかとい

うと、この事業の原資・財源は、国際観光旅客税を

使わせていただくことで観光庁と話ができていま

す。都市局の事業はなかなか人気が高く、措置率が

なかなか高くできないようなところがネックでは

あったのですけれども、新たな財源として観光旅

客税が確保できて、事業を進めることになりまし

たので、もし歴史まちづくりを核として地域の活

性化を図っていきたいということを思っていらっ

 

しゃるところがありましたら、こういった事業が

使えるのではないかということで、ちょっと検討

してみていただければ良いのではないかと思いま

す。 

あとは 3つ目の柱、景観の関係です。景観という

のは、これまでは保全、景観を守るという観点で景

観法を作って、守るツールとしての景観計画区域

なり景観地区なりということをやっていったので

すけれども、景観を再生していく取り組みもこれ

から必要なのではないかという、一度失われたも

のをきちんと修繕していく。先ほどの都市再生で

リノベーションがありましたけれども、そういっ

た景観のある一定のエリアでのリノベーションを

進めていくということも必要ではないかというこ

とで、今回制度化したものになります。景観をリノ

ベーションして、商店街みたいなところでファサ

ードをきれいにしていって、まちなみ形成を連続

的に進めていきたいというようなことを考えてい

るのですけれども、なかなか建物所有者の方が高

齢化していたりして、リノベーションというとこ

ろに前向きではない方も多くいらっしゃいます。

そういった場合には、まちづくり団体などが間に

入って、建物所有者から借りてリノベーションを

して、テナントを探してテナントに貸し出して、そ

れによって実際に使っていただくというようなこ

とができれば、うまく再生が進んでいくのですけ

れども、なかなかこの間に入るっていうことにつ

いて、そのまちづくり団体が建物所有者の方にア

プローチをしても、なかなか進まなかったという

ようなところもありますので、景観行政団体であ

る市町村がそのまちづくり団体を景観整備推進法

人という形でお墨付きを与えて、なおかつ法律で

決められた再生協定という制度を使って、この法

律で定められた制度に基づいて市町村から指定を

受けた景観整備推進法人であるまちづくり団体と

して交渉をし、法律上の協定を結んで建物所有者

から借り受けて、リノベーションをして何とかす

るということで、景観再生のお墨付きを与えると

いうようなことを、今回やらせていただいたとこ

ろです。実際に景観再生の時の予算という観点で

言えば、これまでのまちなみの整備のための予算

とかもありますから、そういったものを使いつつ、

こういったお墨付きを最大限利用していただいて

景観再生を進めていただきたい、というものにな

っています。 

その先進的な事例としては、犬山でまちづくり

の株式会社が中心市街地における空き店舗などを

借り上げてサブリースするということをしてもら

っています。その初期の段階では、なかなか間に入

るのも苦労したということも仰られていたので、

今回のお墨付き制度につながったというところで

すので、ぜひこういったことでまちなみ整備をし

ていきたいというところがあれば、そして民間を

うまく活用できるという素地があれば、こういう

ものをうまく活用していただければというふうに

思います。 

あとは景観に関しては、立地適正化計画でも広

域方針を作りましたけれども、景観の観点で言っ

ても広域的な景観というものも目配せしていかな

ければいけないのではないかというところです。

例えば別府湾みたいに、複数の市町村にまたがっ

て一つの景観を形成しているところもあります。

あるいは私が出向していた和歌山県では、熊野古

道という文化遺産がありますけれども、あれも市

町村をまたがってある道なのですけれども、やっ

ぱりそこは同じような規制でうまく景観を守って

いかなければいけないというものがあるので、そ

ういったときには都道府県が景観に対する方針を

定めて、その方針に基づいて各市町村が景観の規

制をかけていくのが今回の改正の 2 つ目の大きな

柱です。我々としては、業務機能みたいなものがし

っかりできるようなまちなかについては先ほどの

一つ目の柱で、そういうものまではなかなか難し

く、もうちょっと田舎の方でも我々には色んな資

産があるよというところは、二つ目の柱でうまく

対応できればということで、一つ目二つ目の柱を

作ったところです。 

次に、三つ目の柱に説明を移していきたいと思

います。これは先ほども申し上げたように、まちの

使い方、これをうまく工夫していこうということ

になります。その使い方を、できれば整備の時点か

らきちんと考えて、そこに配慮して整備も進めて

いくということができればというところになって、

それは今回の法制度の中で言えば、公共貢献の制

度をうまく拡充していきたいというところが願望

になっています。公共貢献というものがどのよう

なものかというところからまず説明をしないと訳

が分からないと思いますが、まず容積率というも

のが都市の開発の時には設定されています。ある

一定の開発を行う時に、一定の容積、これは周りの
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インフラに対して開発すると負荷がかかってしま

いますから、ある一定の大きさの建物しか建てら

れないよ、というふうに決めています。ただ、それ

が例えば地下通路を作るだとか、インフラに負荷

がかからないような配慮をする、公共のための貢

献をしていただくということをした場合において

は、容積率をアップするというようなことをさせ

ていただいている。これが公共貢献という制度に

なっています。これまでの公共貢献というのは、防

災上の空地を周りに用意してもらうだとか、先ほ

ど言った地下通路を作るだとかというような、ハ

ードの面に着目した形、緑地の整備だとかもあり

ますけれども、そういった形での公共貢献という

ものを見ていたのですけれども、それだけではな

くて、使い方というところにも配慮をして、そこで

の貢献というものも評価することで、容積率をア

ップしてもいいのではないかということで、舵を

切らせていただいたというところになります。ソ

フト面での評価ということをするために、協定制

度みたいなものをさせていただくというのと、あ

とは隔地貢献として、その街区、その開発エリアだ

けではなくて、その隣のようなところでも公共貢

献を認めることも考えており、ソフトの対策にな

るともう少し広いエリアも当然射程に入ってくる

と思いますので、そういったことも併せて考えて

いるところです。 

公共空間の日常的な維持管理まで約束していた

だくというようなことをして公共貢献として評価

するであるとか、あるいはエリマネ活動をすると

いうようなところもありますが、私としてはこう

いったことがもっと広がっていけばいいなという

ところで、物流施設の容積率の緩和をした事例を

紹介します。物流施設なので、物流事業者がそこを

管理しているのですけれども、いざ災害が起こっ

たときに、そこにある物資、災害救助のための色ん

な物資を、色んな災害避難施設までお届けする配

送拠点にするという協定を結んでいで、それによ

って容積率の緩和をしたという例になっています。

まさにこういったことで、地域の課題として災害

上脆弱なところを補っていくことをしていただい

た例で、こういう貢献を積極的に評価して、地域の

課題の解決につなげていっていただきたいと思っ

ています。 

そのために作った制度というのが、先ほど申し

上げた協定になります。この協定制度を、ソフトの

部分も含めて締結をするということにして、締結

した民間事業者側はその締結内容に基づいて、ソ

フト事業をきちんと締結できますから、ソフトを

しっかりとやっていく協定を締結したもう一人の

者である自治体が、その協定事項に基づいて都市

計画の案を作成する都市計画決定までは、都市計

画審議会とかを経て実際に審議をしていかなけれ

ばいけませんから、そこまで確実にできるかどう

かは分かりませんが、少なくとも都市計画の案を

この協定に基づいて作成をして、審議会等に諮る

ということの責務をそれぞれに課して、そういっ

たソフト面も含めた公共貢献を支援していきたい

と考えています。これは都市再生緊急整備地域で

の協定になります。 

地方部においては、立地適正化計画の区域にお

いて、そういった協定を結べるようにするという

ことを合わせてやって、地方部でどれだけ容積が

効くかというのはありますけれども、地方部にお

いてもこういった協定制度に基づく公共貢献を進

めていきたいと考えております。 

あとは使い方という観点で言うと、エリアマネ

ジメント活動、こういったところにも我々として

きちんと光を当てて支援をしていきたいと思って

います。ただ、エリマネについては、やっている人

はやっているのですけれども、それがなかなか地

域住民、多くの方が見えるような形になっていな

いというところもあるので、ここはまちづくり活

動の見える化をしっかりと図っていきたいという

ところがありまして、エリマネ活動の計画を作成

できるということにさせていただき、その作成し

た計画に基づいて施設を整備する時には、金融支

援を行ったりですとか、あるいは占用許可を取る

という時には、手続のワンストップ化を計画に書

いてあればしたりということで計画の見える化を

図り、その計画に基づくエリマネ活動を支援する

ということも併せてやっております。 

あとは、4つ目の柱になりますけれども、安全性

の確保という観点で言ったときに、我々まだ手を

うまくつけきれてなかったというところが 1 点あ

ります。それは、コンパクトシティの計画の中の、

居住の誘導するエリアなのですが、市町村がエリ

アを定めて居住を誘導すると言っているにも関わ

らず、そのエリアの中に災害上危険な区域、建築基

準法で言うところの災害危険区域が入っている自

治体が、多くはありませんが存在しておりました。
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インフラに対して開発すると負荷がかかってしま

いますから、ある一定の大きさの建物しか建てら

れないよ、というふうに決めています。ただ、それ

が例えば地下通路を作るだとか、インフラに負荷

がかからないような配慮をする、公共のための貢

献をしていただくということをした場合において

は、容積率をアップするというようなことをさせ

ていただいている。これが公共貢献という制度に

なっています。これまでの公共貢献というのは、防

災上の空地を周りに用意してもらうだとか、先ほ

ど言った地下通路を作るだとかというような、ハ

ードの面に着目した形、緑地の整備だとかもあり

ますけれども、そういった形での公共貢献という

ものを見ていたのですけれども、それだけではな

くて、使い方というところにも配慮をして、そこで

の貢献というものも評価することで、容積率をア

ップしてもいいのではないかということで、舵を

切らせていただいたというところになります。ソ

フト面での評価ということをするために、協定制

度みたいなものをさせていただくというのと、あ

とは隔地貢献として、その街区、その開発エリアだ

けではなくて、その隣のようなところでも公共貢

献を認めることも考えており、ソフトの対策にな

るともう少し広いエリアも当然射程に入ってくる

と思いますので、そういったことも併せて考えて

いるところです。 

公共空間の日常的な維持管理まで約束していた

だくというようなことをして公共貢献として評価

するであるとか、あるいはエリマネ活動をすると

いうようなところもありますが、私としてはこう

いったことがもっと広がっていけばいいなという

ところで、物流施設の容積率の緩和をした事例を

紹介します。物流施設なので、物流事業者がそこを

管理しているのですけれども、いざ災害が起こっ

たときに、そこにある物資、災害救助のための色ん

な物資を、色んな災害避難施設までお届けする配

送拠点にするという協定を結んでいで、それによ

って容積率の緩和をしたという例になっています。

まさにこういったことで、地域の課題として災害

上脆弱なところを補っていくことをしていただい

た例で、こういう貢献を積極的に評価して、地域の

課題の解決につなげていっていただきたいと思っ

ています。 

そのために作った制度というのが、先ほど申し

上げた協定になります。この協定制度を、ソフトの

部分も含めて締結をするということにして、締結

した民間事業者側はその締結内容に基づいて、ソ

フト事業をきちんと締結できますから、ソフトを

しっかりとやっていく協定を締結したもう一人の

者である自治体が、その協定事項に基づいて都市

計画の案を作成する都市計画決定までは、都市計

画審議会とかを経て実際に審議をしていかなけれ

ばいけませんから、そこまで確実にできるかどう

かは分かりませんが、少なくとも都市計画の案を

この協定に基づいて作成をして、審議会等に諮る

ということの責務をそれぞれに課して、そういっ

たソフト面も含めた公共貢献を支援していきたい

と考えています。これは都市再生緊急整備地域で

の協定になります。 

地方部においては、立地適正化計画の区域にお

いて、そういった協定を結べるようにするという

ことを合わせてやって、地方部でどれだけ容積が

効くかというのはありますけれども、地方部にお

いてもこういった協定制度に基づく公共貢献を進

めていきたいと考えております。 

あとは使い方という観点で言うと、エリアマネ

ジメント活動、こういったところにも我々として

きちんと光を当てて支援をしていきたいと思って

います。ただ、エリマネについては、やっている人

はやっているのですけれども、それがなかなか地

域住民、多くの方が見えるような形になっていな

いというところもあるので、ここはまちづくり活

動の見える化をしっかりと図っていきたいという

ところがありまして、エリマネ活動の計画を作成

できるということにさせていただき、その作成し

た計画に基づいて施設を整備する時には、金融支

援を行ったりですとか、あるいは占用許可を取る

という時には、手続のワンストップ化を計画に書

いてあればしたりということで計画の見える化を

図り、その計画に基づくエリマネ活動を支援する

ということも併せてやっております。 

あとは、4つ目の柱になりますけれども、安全性

の確保という観点で言ったときに、我々まだ手を

うまくつけきれてなかったというところが 1 点あ

ります。それは、コンパクトシティの計画の中の、

居住の誘導するエリアなのですが、市町村がエリ

アを定めて居住を誘導すると言っているにも関わ

らず、そのエリアの中に災害上危険な区域、建築基

準法で言うところの災害危険区域が入っている自

治体が、多くはありませんが存在しておりました。

 

こういったところは 6 自治体だけあったのですけ

れども、その 6自治体ときちんと話をして、居住誘

導区域からその災害危険区域を除外する、あるい

は災害危険区域がもう災害上危険でないのであれ

ば、災害危険区域というもの自体を廃止するとい

うことを、3年間経過措置を設けたので、その 3年

の間にきちんと整理をした上で、居住誘導区域か

ら災害危険区域を除外させていただいて、危ない

ところに住むように誘導しないということをさせ

ていただくことにしました。これによって、いわゆ

る災害レッドゾーンと言われているところ、津波

災害特別計画区域はまだほとんど適用がないので、

そこについてではないですけれども、それ以外の

レッドゾーンのところについては、居住誘導区域

から除外するということを徹底させていただきま

した。これが安全の確保の一つ目になります。 

2つ目は、今回、立地適正化計画、コンパクトシ

ティの計画の中で、今までは生活サービス機能と

して、居住者の方のためのサービス機能だけを誘

導していたのですけれども、業務施設であるとか、

特に集客施設という、市町村に住んでいらっしゃ

らないけれども外から来られる人のための施設と

いうものが、立地適正化計画の中に新たに加わる

ことになりました。これに基づいて、新たに居住者

ではなくて来街者の方の安全確保という観点で、

集客施設としてのアリーナを整備するけれども、

そのアリーナに集まってきた人たちが、大地震が

起こった時にうまく避難ができるのか、あるいは

集客施設なので、そこに留まってもらうというこ

とかと思うのですけれども、安全に留まってもら

うような備蓄倉庫みたいなのは大丈夫なのかとか、

そういった観点もきちんと立地適正化計画の中で

考えてほしいということで、特定業務施設をきち

んと立地適正化計画の中に位置づけるのであれば、

そういった来街者の方々の安全性の確保というこ

とも考えて、ハード・ソフト対策が必要であればや

って下さい、ということを防災指針の内容を改正

して加えさせていただいています。 

あと、合わせて特定業務施設等の安全性を確保

する上で、防災施設をきちんと維持しなければい

けない、例えば備蓄倉庫だとか避難場所を広場の

ままで維持し続けなければいけない、ということ

を考えたときに、承継効つきの協定を作ることに

よって、建物の所有者が変わったり、広場の所有者

が変わったとしても、引き続き避難場所として活

用できるような協定制度も作りましたので、必要

があればこういった制度も使っていただいて、安

全性の確保を図っていただければと思います。 

今回の法改正の内容は以上になります。今回は、

法改正として 4 つの柱でやっています。それぞれ

の自治体の課題は、それぞれで違うところがあり

ます。業務施設、集客施設みたいなにぎわいを作っ

ていきたい、あるいはそういったところまでは難

しい中で、うまいこと地域の資源を活用していき

たいというようなところもありますし、そういっ

たまちづくり団体みたいなものをうまく活用して

にぎわいを作っていきたい、まちの使い方という

ところに配慮していきたい、というところもあろ

うかと思います。全国推進運動という形で、自治体

の方々の相談にも乗っていきたいと考えておりま

すので、ぜひこういった制度を使っていただきた

い。あるいは民間事業者の方々に対して申し上げ

たいのが、様々な公共貢献などの制度も作りまし

たので、そういったものをうまく容積率の緩和を

受けながらも地域に貢献できるような、民間都市

開発も進めていただきたい。あとは、再開発とかで

も支援ツールを拡充していますので、そういった

ものもうまく使っていっていただきたいと思いま

す。 

冒頭でも申し上げましたけれども、制度は作っ

ただけでは何の意味もありませんので、使っても

らってなんぼであるし、それによって地域のにぎ

わいを創出させるということが、我々自身の目的

ではありますので、ぜひとも皆さんの制度の活用

をお願いしたいと思います。 
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（出典）国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）。
（注）ただし、1920年からは、総務省「国勢調査」、「人口推計年報」、「平成17年及び22年国勢調査結果による補間補正人口」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により追加。値は日本の総人口（外国人含む）。
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高齢化率 40.4%

2120年（高位推計）
7,062万人

2120年（低位推計）
3,587万人

（2010年）

12,806万人

2008年にピーク
12,808万人
高齢化率22.1%

（2020年）
12,615万人

第3次国土形成計画
（2023年閣議決定）

2008年年：：約約4.5人人にに1人人がが高高齢齢者者
↓

2050年年：：約約2.7人人にに1人人がが高高齢齢者者

我が国の総人口の長期的推移
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地方都市や主要な集落を今後とも維持するためには、一定程度の人口集積が不可欠。
しかしながら、現在、若者世代が東京圏に転入する傾向が続いている。
現在の20代は1学年120万人、東京圏以外居住者は100万人程度。このうち20代前半は
16万人（転出入差では8万人）が東京圏へ移転するインパクトは大きい。

東京圏への人口の集中

5

○ 2020年比で東京都を除く46道府県で人口減少。11県では30％以上減少

約２割の市区町村では人口が半数未満に。

〇 高齢化率（※）は全国で37.1％（2020年：28.6％）となり、25道県では40％を超える。

2050年の総人口の姿
（2020年＝100）

各圏域別総人口の姿

22005500年年にに人人口口がが3300％％以以上上減減少少すするる県県 ※※(())はは減減少少率率

秋田県(▲42%)、青森県(▲39%)、岩手県(▲35%)、
高知県(▲35%)、長崎県(▲34%)、山形県(▲33%)、
徳島県(▲33%)、福島県(▲32%)、和歌山県(▲32%)、
山口県(▲31%)、新潟県(▲31%)

増減率2050年2020年

▲26.8%382万人522万人北海道

▲31.6%589万人861万人東北圏

▲7.5%4,113万人4,446万人首都圏

(+2.5%)（1,440万人）（1,405万人）（うち東京都）

▲26.8%376万人514万人北陸圏

▲18.1%1,390万人1,697万人中部圏

▲19.7%1,650万人2,054万人近畿圏

▲23.2%557万人725万人中国圏

▲29.7%260万人370万人四国圏

▲20.7%1,013万人1,278万人九州圏

▲5.4%139万人147万人沖縄県

▲17.0%10,469万人12,615万人国内総人口

（※）高齢化率とは総人口に占める65歳以上人口割合を示す。

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（令和
５（2023）年推計）」より作成。

地域別人口の将来の姿（2050年推計）

4
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市街地面積の拡大
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人口と市街地面積（DID地区）の推移
（1960年=100）

人口 市街地面積

これから本格的な人口減少局面に入るが、一方で、市街地面積は1960年比で3.4倍
に広くなり、しかも未だ拡大中（人口は1960年比で1.3倍）
現在の出生数は、67万人（2025年）で、第2次ベビーブーム世代のちょうど１／３。
この子供たちが大きくなった頃、これほどの市街地面積が必要か？これほどの市街
地面積を維持しなければならないのか？

7

（出典）総務省「令和３年経済センサス」、国土交通省「国土数値情報」、文部科学省「専修学校・各種学校一覧」、同「令和５年度全国大学一覧」、同「令和５年度全国短期大学一覧」、厚生労働省「地域医療支援病院につい
て」、同「救命救急センター設置状況一覧、マピオン「マピオン電話帳（2024年8月30 日時点）」、日本百貨店協会「百貨店店舗所在地」、スターバックスコーヒージャパンWEBサイトをもとに、国土交通省国土政策局作成

○ 10万人以上の人口規模でないと（80％の確率で）立地されない施設は、百貨店、映画館、大学、救命医療セン
ターなど。同じく、5万人以上（10万人未満）の人口規模でないと立地されない施設は、総合スーパー、大手コー
ヒーチェーン、結婚式場など。

○ 一方で、ハンバーガー店、カラオケボックス、フィットネスクラブ、有料老人ホームなど、多くの施設は人口5万人未
満の人口規模で（80％の確率で）立地される。

※2020年を対象とした「令和３年経済センサス‐活動調査」より、人口規模別の各施設の50％から80％の立地確率を計算したもの
※三大都市圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）を除く。【 】内は、全国（三大都市圏を除く）の施設総数

小売

宿泊・飲食サービス

生活関連サービス

500人
飲食料品小売業【142,853】

2,500人 3,500人
コンビニエンスストア【29,309】

7,500人 17,500人

スポーツ用品小売業【6,778】

500人
旅館、ホテル【24,941】

500人
飲食店【244,818】

1,500人 3,500人
酒場、ビヤホール【47,828】

500人
公的集会施設【36,341】

500人 1,500人
理容業【52,265】

500人
郵便局【15,364】

6,500人 8,500人
銀行（中央銀行を除く）【7,519】

3,500人 7,500人
学習塾【24,277】

1,500人 2,500人
書籍・文房具小売業【14,938】

12,500人 22,500人

男子服小売業【7,289】

225,000人 375,000人
百貨店【72】

1,500人 6,500人
喫茶店【23,979】

5,500人 12,500人
葬儀業【6,006】

9,500人 37,500人
学術・開発研究機関【3,340】

5,500人 22,500人
博物館、美術館【3,001】

225,000人 325,000人
短期大学【157】

2,500人 5,500人
通所・短期入所介護事業【21,561】

1,500人 2,500人
歯科診療所【28,691】

500人
一般診療所【37,733】

6,500人 17,500人
訪問介護事業【8,720】

17,500人 37,500人
有料老人ホーム【5,087】

8,500人 17,500人
介護老人保健施設【2,318】

6,500人 17,500人
病院【5,060】

2,500人 17,500人
中小企業等金融業【5,517】

金融

学術研究、

教育・学習支援

医療・福祉

人人口口5万万人人未未満満 人人口口10万万人人以以上上

0～2,000 人 ～4,000 人 ～6,000 人 ～8,000 人 ～1万人 ～2万人 ～5万人 ～10万人 ～20万人 ～50万人

27,500人 42,500人
ハンバーガー店【2,370】

22,500人 37,500人
フィットネスクラブ【3,275】

67,500人 87,500人
総合スーパー【434】

72,500人 82,500人
大手コーヒーチェーン【743】

17,500人 47,500人
カラオケボックス業【2,228】

77,500人 82,500人
結婚式場業【764】

125,000人 175,000人
映画館【286】

47,500人 72,500人
専修学校【1,675】

92,500人 225,000人
大学【369】

67,500人 97,500人
地域医療支援病院【388】

97,500人 225,000人
救命救急センター【160】

500人
燃料小売業【30,143】

地方は本当に住みにくいのか？ ～人口集積と日常サービスの相関～
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○医療・福祉・商業等の生活
サービスの維持が困難に

○公共交通ネットワークの縮小・
サービス水準の低下

■ 地域経済の衰退

■ 都市の生活を支える機能の低下

○地域の産業の停滞、企業の撤退

○中心市街地の衰退、
低未利用地や空き店舗の増加

○社会保障費の増加

○インフラの老朽化への対応

■ 厳しい財政状況

 生活サービス機能の維持・・アクセス確保などの

利用環境の向上

 高齢者の外出機会の増加、住民の健康増進

 サービス産業の生産性向上、投資誘発

 外出機会・滞在時間の増加による消費拡大

 行政サービス、インフラの維持管理の効率化

 地価の維持・固定資産税収の確保

 健康増進による社会保障費の抑制

ココンンパパククトトココンンパパククトト
生生活活ササーービビスス機機能能とと居居住住をを
集集約約・・誘誘導導しし、、人人口口をを集集積積

ままちちづづくくりりとと連連携携ししたた公公共共交交通通
ネネッットトワワーーククのの再再構構築築

＋＋
ネネッットトワワーークク

 エネルギーの効率的利用
 ＣＯ２排出量の削減

中中心心拠拠点点やや生生活活拠拠点点がが
利利便便性性のの高高いい公公共共交交通通でで結結ばばれれたた
ココンンパパククトト・・ププララスス・・ネネッットトワワーークク

高齢者や子育て世代が安心・快適に生
活・活躍できる都市環境

地域内での消費・投資の好循環の実現

財政面でも持続可能な都市経営

カーボンニュートラルな都市構造の実現

○ 人口減少・高齢者の増加
○ 拡散した市街地
○ 頻発・激甚化する自然災害

都市を取り巻く状況

○ 都市のコンパクト化は、縮退均衡を目指すものではなく、居住や都市機能の集積による「密度の経済」の発揮を通じて、
・ 生活サービス機能維持や住民の健康増進など、生活利便性の維持・向上
・ サービス産業の生産性向上による地域経済の活性化（地域の消費・投資の好循環の実現）
・ 行政サービスの効率化等による行政コストの削減
・ 災害リスクを踏まえた居住等の誘導や防災対策の実施による居住地の安全性強化
などの具体的な行政目的を実現するための有効な政策手段。

コンパクト・プラス・ネットワークによる効果の例

生活利便性の維持・向上等

地域経済の活性化

行政コストの削減等

地球環境への負荷の低減

都市が抱える課題

■ 都市部での甚大な災害発生
○被害額の増加、都市機能の喪失

 災害リスクを踏まえた居住誘導、対策の実施
災害に強い防災まちづくりの実現

居住地の安全性強化

コンパクト・プラス・ネットワークのねらい

9
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○対象は、令和2年時点でDIDを有する人口10万人以上の都市（n=262）である。
○販売効率は、小売業の年間商品販売額を売場面積で除して算出している。

出典:令和2年国勢調査、令和3年経済センサス-活動調査

○小売業においては、まちがコンパクトであるほど、居住地と商業施設の近接により利用頻度が高まり、集積のメリットが働くことで、売上の増
加（効率的な営業）につながることが考えられる。
DIDの人口密度が高いほど販売効率（売場面積当たりの販売額）が高い傾向がある。また、小規模都市では、DIDを有している方が
販売効率が高い。

＜小売業の販売効率:10万人以上＞

②集積の経済（生産性の向上）

○対象は、令和2年時点で人口1万人以上7万人未満の都市（n=812）である。
※人口が1万人未満でDIDを有しているのは1都市のみであるため、1万人未満は

対象としていない。また、DIDを有していない都市の最大人口規模が6万人台であ
ることから、7万人未満の都市を対象としている。

○販売効率は、小売業の年間商品販売額を売場面積で除して算出している。
出典:令和2年国勢調査、令和3年経済センサス-活動調査

＜小売業の販売効率:1万人以上7万人未満＞
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コンパクト・プラス・ネットワークに期待される効果
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■医療、商業等の生活サービス施設や公共交通の維
持には、一定の人口集積が不可欠。

■薄く広がった市街地を抱えたまま、今後、全市的に人
口が減少すると、これらサービスの維持ができなくな
り、日常生活を営むことが困難となり、地域経済が衰
退するおそれ。

⇒コンパクト・プラス・ネットワークにより、居住を公共交通

沿線や日常生活の拠点に緩やかに誘導し、人口集積を

維持・増加させ居住と生活サービス施設との距離を短縮

することにより、生活サービス施設の立地と経営を支え、

市民の生活利便性を維持。

人口密度40人/ha以上の地区
⇒生活サービス施設が多く立地。

施設の立地を支える商圏人
口等が大きく減少し、全市的
に生活サービス施設の存続
が困難に

人口密度40人/ha
以上の地区が消失

2010年

2040年

例えば都市型コンビニエンスストアの場合、
商圏距離：500ｍ 商圏人口：3,000人

が標準といわれている。
⇒これを人口密度に換算すると、約4400人人//hhaa
（出所） 「すぐ応用できる商圏と売上高予測」市原実著、同友館

500m

圏域人口
3,000人

都市型ｺﾝﾋﾞﾆの
商圏イメージ図

人口密度
約40人人/haに相当

仮にコンパクト化に取り
組まず、全市均等に人
口が減少すると

居住誘導により、拠点地区の
人口密度を維持することによ
り、将来においても生活サー
ビス施設の維持が可能に

①生活サービスの維持

コンパクト・プラス・ネットワークに期待される効果
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コンパクト・プラス・ネットワークのための計画制度

•

•

•

•

•

•
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○立地適正化計画制度
都市の密度の維持に向けて、人口・土地利用・交通の現状及び将来の見通し等を踏まえ、都市機能
と居住を集約・誘導するエリアを各市町村で設定する計画制度

y = -1.09539 ln(x) + 8.32971 
R² = 0.68593 
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○コンパクトなまちでは、公共施設やインフラの維持・管理業務等の行政サービスが効率的となると考えられる。
DIDの人口密度が高いほど一人当たりの行政経費（歳出）が低い傾向が見られる。

○人口が集積すると地価が向上し、固定資産税の増加につながると考えられる。
DIDの人口密度が高いほど固定資産税評価の基礎となる地価（地価公示）が高い。また、DIDの人口密度が高いほど地価上昇も大
きい（下落が小さい）傾向がある。

○対象は、三大都市圏を除く人
口10万人以上の都市である。

○地価上昇は、同一地点の平成
26年地価に対する令和5年地
価の比を算出している。

出典:令和2年国勢調査、平成
26年・令和5年地価公示

＜一人当たりの歳出額＞ ＜住宅地の平均地価＞

＜住宅地の地価上昇＞

○対象は、三大都市圏を除く人
口10万人以上の都市である。

出典:令和2年国勢調査、令和
5年地価公示

○行政コスト（一人当たりの歳出額）は、市町村別決算状況調をもとに、
令和元年度から令和3年度の3年間の歳出平均値を人口で除して算出
している。

○行政コスト（一人当たりの歳出額）及び行政区域人口密度は、それぞ
れ対数で表示している。

出典:令和2年国勢調査、令和元年度・令和2年度・令和3年度市町村
別決算状況調

③行政コストの縮減と地価の維持・上昇

（n=1,718）

（n=140）

（n=140）

コンパクト・プラス・ネットワークに期待される効果
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コンパクト・プラス・ネットワークの進捗状況

計画作成数の推移 947都市が計画に取組
650都市が計画公表済

合計減少した都市維持した都市増加した都市評価時点

231都市34.6%80都市32.5%75都市32.9%76都市R2.4.1

310都市36.8%114都市28.4%88都市34.8%108都市R3.4.1

383都市32.1%123都市31.9%122都市36.0%13８都市R4.4.1

431都市36.4%157都市29.0%125都市34.6%149都市R5.4.1

448都市32.1%144都市29.5%132都市38.4%172都市R6.4.1

564都市38.1％215都市23.9％135都市37.9％214都市R7.4.1

合計減少した都市増加した都市評価時点

229都市30.1%69都市69.9%160都市R2.4.1

308都市28.6%88都市71.4%220都市R3.4.1

380都市33.9%129都市66.1%251都市R4.4.1

429都市36.1%155都市63.9%274都市R5.4.1

442都市27.8%123都市72.2%319都市R6.4.1

564都市30.7％173都市69.3％391都市R7.4.1

15

一極集中
都市郊外部や農村部を切り捨て、都市の中心拠点
（中心市街地やターミナル駅周辺等）の１箇所に全て
を集約させる政策なのではないか?

多極型の都市構造
中心拠点だけではなく、旧町村の役場周辺等の生活拠
点も含めた多極ネットワーク型のコンパクト化を目指す。

全ての人口の集約
全ての居住者（住宅）を一定のエリアに集約させる政
策なのではないか?

全ての人口の集約を図るものではない
誘導により一定エリアで人口密度の維持・向上を目指す
が、都市郊外部や農村部についても、それぞれの地域特
性に応じた居住環境を確保する。

強制的な集約
都市郊外部や農村部での居住を規制し、居住者（住
宅）を強制的に移転させようとしているのではないか?

誘導による政策
インセンティブを講じ、時間をかけながら居住や都市機能の
誘導を進める。

地域格差を生む
誘導区域外は放置され、居住誘導区域の内外で地価
水準が大きく分かれ、格差が生じる。

急激な変動は生じない
誘導策による中⾧期的な取組であり、急激な変動は見
込まれない。まちなかの地価の維持・上昇に加え、都市全
体の地価水準の底上げ等の波及効果が期待される。

縮退均衡
人口が減少する地方部の縮退均衡を目指す政策であり、
地方経済がより衰退するのではないか?

「密度の経済」の発揮
生活利便性の維持・向上を図りつつ、サービス産業の生
産性向上による地域経済の活性化を目指す。

再開発・タワマンの乱造
駅前や中心部の再開発やタワマン建設を推進し、そこに
既成市街地の住民を集約しようとしているのではないか。

再開発・タワマンを前提としたものではない
再開発・タワマンを推奨して、そこに居住を強制的に集約
するものではなく、地域特性に応じた居住環境を確保する。

コンパクト・プラス・ネットワークに対するよくある誤解
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市町村

①評価用レポートを提供
※直接、間接指標のみ国が入力

●居住誘導区域内人口割合

●都市機能誘導区域内誘導施設割合

＋居住誘導区域内人口密度
＋過去トレンドとの比較

＜間接指標（アウトカム指標）＞
防災公共交通

財政土地利用

＜直接指標（アウトプット指標）＞

＋一定の都市機能の
都市機能誘導区域内割合

xx pt

xx pt

＋＜施策取組状況(インプット指標)入力フォーム＞

＜直接指標（アウトプット指標）＞

施策取組状況
(インプット指標)

＋＜特殊要因入力フォーム＞

＜間接指標（アウトカム指標）＞

特殊要因

②インプット評価等を入力し、提出

誘導施策

都市計画に基づく施策

その他の取組

災害等の発生

経営状況悪化による企業撤退

その他

③全国の結果をもとに、
見直しの方策案等を情報提供

A市 診断書
B市 診断書

C町 診断書

＜直接指標＞
＜間接指標＞

＜施策取組状況＞
＜特殊要因＞

誘導施策案
・D市 公共交通軸沿線への立地補助
・E町 子育て支援施設の整備

都市計画に基づく施策案
・B市 居住調整地域の指定

【イメージ】

・
・・

国
アウトプット指標及びアウトカム指標の

全国標準的なデータ整備
新技術等も活用した
データ整理方策を検討

データを蓄積した上で
効果的な見直しの方策に係る事例分析

広域な視点にたった追加分析 広域連携や周辺市町村に関する情報提供・働きかけ各種資料のとりまとめ、送付都道府県

健康診断に基づく
立地適正化計画の

見直し

健康診断に基づく
政策の
見直し

A B
C※施策取組状況、特殊要因を市町村が入力

※あくまで案の提示であり
施策実施を強制するものではない

xx pt

xx pt xx pt

xx pt

＜市町村基礎情報＞ ＜市町村基礎情報＞

『まちづくりの健康診断』の推進
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〇平成26年度から立地適正化計画に基づくコンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりが進められてきている中、より実効性を発揮し、
持続可能な都市構造の実現と都市経営の改善に寄与するよう、取組の裾野拡大と適切な見直し（評価と必要に応じた変更）を図っていく
ことが重要。

〇本検討会において、今後の取組の方向性や国、都道府県及び市町村において期待される取組をとりまとめ。

持続可能な都市構造の実現のため 立地適正化計画は『立適 』へ
～市町村による適切な見直し（＝『まちづくりの健康診断』）により、実効性をプラスした計画へ～

市町村による適切な見直し(＝『まちづくりの健康診断』)の推進

●効率化、精度統一化に資するデータ整備の推進

●市町村による『まちづくりの健康診断』の推進
・見直しの必要性の理解の促進
・地方公共団体の負担を軽減しながら見直しができるようなデータの整備、
標準的な評価構造、見直しの方策の提示
→広域的な視点からの見直しも可能なデータの提供
→中⾧期的な都市の体質改善状況が把握可能な時系列データの整備

・民間データも含めたデータの全国的な整備
・算定方法等の標準化 ・継続性を考慮したデータ整備
・新技術活用 ・広域分析可能 ・オープンデータ化

地方公共団体や国民一人
一人への周知・広報の工夫、
施策効果の整理、横展開等

これまでの
成果と課題

・計画作成・取組市町村数は順調に増加
・必要性が高い市町村でも取組が進んでいない場合がある

・居住と誘導施設の誘導区域内への誘導は、概ね２／３の市町村で進んでいる
・見直しを実施していない市町村がある、評価方法が市町村によって異なる

●取組の必要性も加味した取組の推進
・各市町村の意向のみならず、取組の必要性も加味した取組を推進
・各市町村の状況に加え、周辺を含んだ広域の状況も加味し、必要性を判断
●取組が進まない要因に対する対策を実施

広域含む計画の作成・
見直し推進に向けた人材等
の確保

プラス

＋

②広域的な連携が困難
広域的視点からの課題の把握を容易に
周辺市町村との調整をより強力にサポート

③政策判断が困難
直接的な効果に加え間接的な効果を明確化
都市経営上のメリットを説明可能に

④実施体制の確保が困難
計画作成に必要な人材等の確保

⑤地元合意が困難
住民や関係各者の理解醸成の促進

●評価構造、評価指標の統一性確保の推進
・間接効果や施策の取組状況も含めて評価を実施
・評価に影響を与える要素や統計上の誤差等も考慮
アウトプット指標:居住と都市機能の誘導状況を把握する指標
インプット指標:誘導施策等の取組状況
アウトカム指標:防災・公共交通・財政・土地利用等の状況を

把握する指標

国による推進策の方向性

取組の方向性① 取組の必要性を踏まえた更なる裾野拡大

『まちづくりの健康診断』体系の確立
・評価体系を構築し、データを標準化
・見直しの方策の提示
・未作成市町村への訴求にも活用

・都道府県や広域主体の役割の明確化
・周辺、関連市町村等へのデータ提供
・連携方法やノウハウ等の情報提供

取組の方向性②

都市計画基礎調査等を活
用した全国のデータ整備と
算出方法等の標準化

広域連携の推進
制度・効果の理解醸成 人材確保等への支援データ整備・標準化

※省庁横断による支援が必要な推進策については、コンパクトシティ形成支援チーム等を活用
※都道府県とのより緊密な連携により、市町村への働きかけやデータ整備、広域連携を推進

①的確な現状認識が困難
市町村が都市課題や取組状況についてのデータを入手でき、
周辺市町村との比較が可能な仕組みの構築

持続可能性
交通 防災

生活利便性

16

立地適正化計画の実効性向上に向けたあり方検討会 とりまとめ
～持続可能な都市構造の実現のための『立適＋（プラス）』～
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



▌


▌


▌


支援チームの主な取組

都都市市再再生生
中中心心市市街街地地活活性性化化

支援チームメンバー （R7.4時点）

コンパクト・プラス・ネットワーク

コンパクト・プラス・ネットワーク形成支援チーム

支援チームの主な変遷

コンパクト・プラス・ネットワーク形成支援チーム

19

令和の都市リノベーション全国推進運動の概要







18

土地総合研究 2026年夏号 135



都市再生本部＜H14＞（本部⾧:内閣総理大臣 副本部⾧:内閣官房⾧官、地方創生担当大臣、国土交通大臣）

都市再生基本方針＜H14＞〔閣議決定〕
官民の公共公益施設整備等による

全国都市再生
土地利用誘導等による
コンパクトシティの推進

都市再生整備計画
＜H16＞

〔市町村が作成〕

賑わい創出等法制度
＜H23＞

都市利便増進協定、道路占用特例等

予算支援

民間都市再生整備事業計画
＜H17＞

（55計画認定）〔国土交通大臣認定〕
金融支援

立地適正化計画＜H26＞
〔市町村が作成〕
居住誘導区域

居住調整地域

都市機能誘導区域
特定用途誘導地区

民間誘導施設等整備事業計画

金融支援

跡地等管理等協定

〔国土交通大臣認定〕（７計画認定）

これまで4,004地区に支援
（※交付金等を交付した累計地区数）

滞在快適性等向上区域
まちなかウォーカブルの推進

＜R2＞
官民一体で交流・滞在空間を創出
予算・金融支援・税制特例

都市再生緊急整備地域（55地域 9,811ha）＜H14＞

民間都市再生
事業計画
＜H14＞
〔国土交通
大臣認定〕

民間の活力を中心とした都市再生

税制特例

金融支援

地域整備方針＜H14＞〔都市再生本部決定〕

特定都市再生緊急整備地域（15地域 4,339ha）＜H23＞
都市の国際競争力の強化 重点化

都市再生
安全確保
計画

＜H24＞

30計画

整備計画
＜H23＞

特定地域
14地域
で作成

予算支援 予算支援

176計画
認定

都
市
再
生
駐
車
施
設
配
置
計
画

都市再生緊急整備協議会＜H14＞〔官民で組織〕（25地域）

2計画
＜H30＞

都市再生整備等協定
＜R8＞

都市計画等の特例
＜H14＞

都市再生特別地区
〔都市計画決定〕

容積緩和、道路上空建築
（138地区）

都市計画提案制度

社会資本整備総合交付金等を活用

固有魅力維持向上区域
わがまちリノベーションの推進

＜R8＞
官民一体で活動・滞在施設に改修

予算・金融支援

特定業務施設等誘導地区＜R8＞

基本理念＜R8＞

官民協調によるエリアマネジメントの推進

まちづくり推進活動計画＜R8＞〔市町村都市再生協議会が作成〕 予算・金融支援

都市再生推進法人＜H19＞ 〔市町村が指定〕（150団体指定） 市町村都市再生協議会＜H19＞

創設

創設

創設

創設

創設

居住環境向上用途誘導地区＜R2＞

防災指針＜R2＞
防災施設管理協定＜R8＞創設

住宅（一定以上）・誘導施設の建築等届出

立地誘導促進施設協定＜H30＞
立地適正化施設整備等協定＜R8＞創設

※数値は令和８年３月31日現在

都市再生の制度に関する基本的な枠組み

21

目次
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○ 地方都市から人々が転出する理由として、「「仕仕事事・・進進学学先先がが少少なないい」」・「「ままちちななかかのの
魅魅力力がが乏乏ししいい」」ことが あげられている。

0 5 10 15 20 25 30

希望する職種の仕事が見つからないこと
賃金等の待遇が良い仕事が見つからないこと

希望することが学べる進学先がないこと
自分の能力を生かせる仕事が見つからないこと

日常生活が不便なこと
公共交通機関が不便なこと

人間関係やコミュニティに閉塞感があること
生活や環境の変化に乏しいこと
レジャー・娯楽施設が少ないこと

地域の文化や風習が肌に合わないこと
災害の危険性が高いこと

物価や家賃等の水準が高いこと
医療・福祉施設が少ないこと
子育て環境が良くないこと
多くの人で混雑していること

全体
(n=519)

男性
(n=261)

女性
(n=258)

Q ああななたたがが地地元元にに残残ららずずにに移移住住すするるここととをを選選択択ししたた背背景景ととななっったた事事情情ととししてて、、ああななたたのの地地元元ににああててははままるるももののをを全全てておお選選びびくくだだささいい。。

※「その他」の回答を除く。
※出身地：15歳になるまでの間で最も長く過ごした地域。

(%)
仕仕事事（（雇雇用用））
・・教教育育

※※母母集集団団：：東東京京圏圏外外出出身身のの東東京京圏圏在在住住者者

生生活活のの利利便便性性
・・意意識識

出典:国土政策局「企業等の東京一極集中に係る基本調査（市民向け国際アンケート）」(2020.11速報)より都市局作成

地方都市の課題 ～仕事・進学先、まちなかの魅力～

23





都市のあり方をめぐる社会構造の変化

22
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25

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 改正事項

24

【第221回国会提出】都市再生特別措置法等の一部を改正する法律
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業務施設 集客施設業務支援施設

27

26

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 改正事項
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○ 地域におけるまちなかの産業に係る環境整備を促進することにより、まちなかでの産業振興や雇用機会の創出による都市再生を
図るとともに、昼間も含めた都市の滞在者の増加に寄与し、居住人口の誘導・都市機能の集積と併せて自立的・持続的なコンパクト・
プラス・ネットワークを推進する。

基幹事業「地域産業支援施設」を創設する。
地域産業支援施設:都市機能誘導区域に誘導施設として位置づけられた業務施設等の来訪者・従事者が共同で利用するスペース等（共有ラウンジ、会議
室、商談室、リフレッシュコーナー、共同研究室（ラボ）、通信環境、期限付き入居スペース）

＜要件＞
○業務施設等が誘導施設として位置づけられた都市機能誘導区域内であり、当該業務施設等に関連した施設であること
○次の①、②のいずれかに該当すること
①広域的な立地適正化の方針※において業務施設等を誘導すべきエリアとして位置づけられていること
※都道府県が作成したもの又は当該都道府県と市町村が共同で作成したものに限る
※令和10年度末までに位置付けられることが確実である場合を含む
ただし、三大都市圏域（首都圏整備法に定められた既成市街地及び近郊整備地帯、近畿圏整備法に定められた既成都市区域及び近郊整備区域、
中部圏開発整備法に定められた都市整備区域をいう）の政令市及び特別区を除く

②業務施設等がインキュベーション施設である場合、当該市町村に立地する大学等と連携して設置される施設であること

●実施主体:
市町村、民間事業者（間接補助）等

●支援対象:
・共有ラウンジ、会議室、商談室、リフレッシュコーナー、共同研
究室（ラボ）、通信環境、期限付き入居スペース等

高次都市施設

誘導施設 業務施設等

医療施設
社会福祉施設
教育文化施設
子育て支援施設

商業施設等 専用オフィス等

・共有ラウンジ
・会議室、商談室、リフレッシュコーナー
・共同研究室（ラボ）
・通信環境、期限付き入居スペース
等

Private

Public

現行 拡充
支援対象

地域交流センター
観光交流センター
テレワーク拠点 等

まちなかの業務施設立地への財政支援
R8予算額

都市構造再編集中支援事業
70,660百万円（1.01倍） 等

29




















特定業務施設等の誘導を先進的に行っている事例

28
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【改正事項】市町村域を越えた広域連携の強力な推進

•

•

A市

B市

C市

高度医療機関

博物館

大型イベントホール

広域公園都道府県の関与による
市町村間連携の誘発

市町村域を越えた
公共交通の強化

広域都市機能の
分担配置による広域連携

都道府県が作成する広域的な立地適正化の方針のイメージ

広域圏における都市機能の配置方針

都市機能の配置方針に合わせた、
都市機能へのアクセス性の確保方針

A市計画

B市計画

C市計画

各立地適正化計画に展開

31

まちなかの業務施設立地への金融支援

民間都市開発推進機構の「まち再生出資及び共同型都市再構築事業」において、都市機能誘導区域内※１において
施行される国土交通大臣の認定を受けた民間都市開発事業について、事業規模要件を緩和するとともに、業務施設
等の整備費を支援対象経費に追加。

<支援対象イメージ>
※業務施設等:
・業務施設:オフィス、工場、工房等
・業務支援施設:インキュベーション施設等
・集客施設:宿泊施設、アリーナ等

（拡充後）
〇事業区域面積:
都市機能誘導区域は0.1ha以上、但し誘導施設整備
事業及び業務施設等の整備事業については500㎡以上
〇支援対象費用:①②③の一番少ない額
①「公共施設等整備費」※
②「総事業費の50％」、③「資本の額の50%」
※都市機能誘導区域内にあっては、誘導施設
及び業務施設等の整備費を上積み可能

（拡充後）
〇事業の延床面積:
都市機能誘導区域は1000㎡以上、但し誘導施設整備
事業及び業務施設等整備事業については制限なし
〇支援対象費用:①②のいずれか少ない額
①「公共施設等整備費」※
②「総事業費の50％」
※都市機能誘導区域内にあっては、誘導施設
及び業務施設等整備費を上積み可能

新潟県⾧岡市
「ミライエ⾧岡」

⾧岡市の中心市街地に、入居企業の新規事
業開発と新たな価値の創出を目指すインキュ
ベーション機能を備える施設を整備。

つくば市の中心市街地に、多様な働き方と、チャ
レンジする人を応援し、交流を生み出すハブとな
る場として、コワーキングスペースを整備。

茨城県つくば市
「つくばセンタービル（co-en）」

＜業務施設等イメージ（オフィス、インキュベーション施設等）＞

＜まち再生出資（出資）＞

＜共同型都市再構築業務（共同施工（⾧期割賦で代金返済））＞

【拡充内容】

※１ 広域的な立地適正化の方針において業務施設等を誘導すべきエリアとして位置付けられていることが要件

30
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○ EBPMアクションプラン2025に基づく広域連携まちづくりの効果・課題を検証・分析し、市町村域を越えた広域連携まちづくりを推進する。
○ 持続可能な都市構造の実現に向けて、CO2排出量の状況および業務施設等が持つ役割を分析し、その成果をまちづくりの健康診断等で横展開す
ることで、広域における立地適正化計画の高質化や広域連携の強力な推進につなげる。

広域的な立地適正化の取組の更なる推進

（１）市町村域を越えた広域連携の強力な推進
立地適正化計画の実効性を一層高めるためには、各市町村がそれぞれの域内で取組を行うのみならず、市町村域を越えた広域的な
取組を進めていくことが重要である。一方で、広域連携を進めるに当たっては市町村間での合意形成にハードルがあるため、これを克服
するための取組を国として推進する。更に、都道府県が積極的に関与する広域的な立地適正化の取組に対する支援を強化する。

○ 広域連携を推進するため、都道府県による「広域的な立地適正化の方針」の作成に対する支援を実施する。
【コンパクト・プラス・ネットワーク関係経費】

【先導的まちづくり調査】

１．コンパクト・プラス・ネットワークの強化

○ 広域連携による誘導施設の整備、地域生活拠点での事業実施の要件に、複数市町村に加え、都道府県が作成主体となっている「広域的な
立地適正化の方針」を追加する。 【都市構造再編集中支援事業、都市再生整備計画事業、まちなかウォーカブル推進事業、都市・地域交通戦略推進事業】

A市

B市

C市

高度医療病院

博物館

大型イベントホール

広域公園都道府県の関与による
市町村間連携の誘発

市町村域を越えた
公共交通の強化

広域都市機能の
分担配置による広域連携

都道府県が作成する広域的な立地適正化の方針のイメージ

広域圏における都市機能の配置方針

都市機能の配置方針に合わせた、
都市機能へのアクセス性の確保方針

A市計画

B市計画

C市計画

各立地適正化計画に展開

2.9億円(0.95倍)調 査先導的まちづくり調査
5.3億円(1.00倍)補助等コンパクト・プラス・ネットワーク関係経費

706.6億円(1.01倍)補 助都市構造再編集中支援事業
4,597億円の内数
8,529億円の内数 等

社総交

防安交
都市再生整備計画事業、まちなかウォーカブル推進事業、

都市・地域交通戦略推進事業

Ⅳ．令和８年度 都市局関係予算 主な新規・拡充事項等

拡 充
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○広域での地域公共交通網形成計画
2市2町での広域的な交通の方針の作成に向け

て調整中

（中播磨圏域の立地適正化の方針）
平成29年3月27日

JR本竜野駅

JR姫路駅

山陽姫路駅

太子町太子町

姫路市姫路市

たつの市たつの市

福崎町福崎町
JR福崎駅

背景・課題
・人口減少・高齢化を背景に、鉄道路線を軸として沿線自
治体が必要な都市機能を分担・連携することの必要性が
増大。
・平成27年以降、沿線自治体や交通事業者からなる勉強
会・協議会を設立し、各都市の役割分担や連携のあり方
について検討。

・広域的な都市機能の集積を図るべき地区を姫路駅周辺、
その他の地域的な都市機能の集積を図るべき地区を各拠
点に設定し、公共交通の利便性や現状の施設立地状況を
踏まえつつ、高次都市機能増進施設の役割分担を整理し、
公共交通事業者も参加して広域方針を作成。
・公共交通事業者と協力して今後の公共交通の利活用促
進を目指しつつ、広域方針と整合した立地適正化計画を
各市町ごとに作成。

姫路市（姫路駅周辺）

姫路市（飾磨駅、野里駅、網干駅、山陽網干駅、
広畑駅・夢前川駅、はりま勝原駅 等）

たつの市（本竜野駅・市役所周辺、竜野駅 等）
太子町（役場周辺）
福崎町（福崎駅、役場周辺）

広域都市機能集積地区（姫路駅周辺）
姫路駅前に大規模店舗、医療系専門学校を誘致、民間病院と公
営病院を統廃合等により、高度で多様な都市機能の強化を図るとと
もに、国際競争力の強化や県を代表する顔としてふさわしい風格のあ
る都市空間の形成を図る。

地域都市機能集積地区
広域都市機能集積地区と連携しつつ、広域行政機関（国県機
関）、高度医療施設、大規模商業施設等の高度な都市機能を役
割分担し、維持・充実を図る。
また、他の地区との距離を勘案した配置や、連携による相互補完に
ついても考慮する。

徒歩等利用圏域

居住誘導区域

役割分担高次都市機能分野

姫路市三次救急医療機関（救命救急セン
ター）医療機関

姫路市・たつの市二次救急医療機関
姫路市・福崎町大学

教育機関 姫路市短期大学
姫路市専修学校

姫路市・たつの市・太子
町総合公園スポーツ施設

等
姫路市主要コンベンション施設

姫路市・たつの市百貨店、大型SC等商業施設

＜高次都市機能増進施設の設定及び役割分担＞

複数自治体による広域的な立地適正化の方針の策定広域連携

○立地適正化計画及び地域公共交通網形成計画※の策定状況

都市機能の役割分担と連携（都市機能集積地区の位置づけ）役割分担

●周辺都市との公共交通施策の連携

福崎町地域公共交通網形成計画
姫路市と連携し、公共交通空白地で新たなバス路線を
運行することで、福崎町、姫路市の双方にある移動・通
勤等需要や、潜在的な利用者の創出を図る。

公共交通利便性の高い区域への居住推進役割分担
・鉄道駅等周辺に集積する広域・地域都市機能の利便性を活かし
た居住の推進を図る。
・鉄道駅からの徒歩圏や、鉄道駅にバス利用でアクセス可能な圏域
を基本として、各都市が居住誘導区域を設定。

＜イメージ図＞

出典:中播磨圏域の立地適正化の方針

※現在の地域公共交通計画

都市名 立地適正化計画

姫路市 H30.3
たつの市 H29.3
太子町 H30.7
福崎町 H29.3

地域公共交通計画

R3.7
H29.3

-
H30.3

R3.7

R6.3

32

中播磨圏域（姫路市、たつの市、太子町、福崎町）における立地適正化の方針
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○ 近年、市街地再開発事業について、事業期間の⾧期化や事業費の増加が課題となっており、報道等もなされている。

市街地再開発事業の遅れ・増額の状況（報道状況）

35










Ａ

ＡB

B Ｃ

CB

B

Ａ

Ａ
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「権利変換の方式」（借地権者も土地所有者となる方式）の決定時期を前倒しできる制度の創設 〔再開発〕

市街地整備事業における所有者不明土地対策 〔区画整理／再開発〕

36
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特定都市再生緊急整備地域

都市再生緊急整備地域

【【特特定定都都市市再再生生緊緊急急整整備備地地域域】】
ううめめききたた22期期地地区区開開発発ププロロジジェェククトト（（大大阪阪府府大大阪阪市市））

【【都都市市再再生生緊緊急急整整備備地地域域】】
長長崎崎ススタタジジアアムムシシテティィププロロジジェェククトト（（長長崎崎県県長長崎崎市市））

■民間都市開発推進機構によるメザニン支援

■所得税・法人税:５年間2.5（５）割増償却
■登録免許税 :建物の保存登記について本則4/1,000を3.5/1,000

（2/1,000）に軽減
■不動産取得税 :課税標準から都道府県の条例で定める割合を控除

※参酌基準を1/5(1/2)とし、1/10(2/5)以上
3/10(3/5)以下の範囲内

■固定資産税・ :５年間 課税標準を市町村の条例で定める割合に軽減
都市計画税 ※参酌基準を３/5(1/2)とし、1/2(2/5)以上7/10(3/5)

以下の範囲内

※括弧内は特定都市再生緊急整備地域内の場合の特例

都市再生緊急整備地域における、国が定める地域整備方
針に即し、公共施設等（広場・緑地、防災施設、文化施設、イノ
ベーション拠点等）の整備を伴う優良な民間プロジェクトに
ついて、国土交通大臣が計画を認定

（対象エリア）

【金融支援】

【税制支援】

（地域の賑わい創出につながるような
優良な民間プロジェクトを認定）

39

【改正事項】民間都市再生事業計画の大臣認定に係る申請期限の延長について

Ａ
ＡB

B Ａ’
Ａ’B

B Ｃ

C

:

土地区画整理事業の施行地区における一定の都市計画施設のための区分地上権等を
適切に保全するための制度の創設 〔区画整理〕
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都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 改正事項

仙台市 １地域 186ha

さいたま市 川口市 ３地域 245ha

東京都 ８地域 2,972ha
東京都心・臨海地域 2,043ha
品川駅・田町駅周辺地域 184ha
新宿駅周辺地域 221ha
渋谷駅周辺地域 139ha
池袋駅周辺地域 143ha

千葉市 柏市 松戸市 ３地域 98ha

横浜市 川崎市 相模原市 厚木市 ６地域 810ha

横浜都心・臨海地域 331ha

岐阜市 １地域 30ha
京都市 ２地域 415ha

神戸市 ２地域 488ha

大阪市 堺市 豊中市 高槻市 枚方市 10地域
1,060ha

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域 209ha
大阪コスモスクエア駅周辺地域 53ha

岡山市 １地域 113ha

広島市 福山市 ２地域 245ha

高松市 １地域 51ha

福岡市 ３地域 890ha
北九州市 １地域 102ha
福岡都心地域 231ha

那覇市 １地域 11ha
札幌市 １地域 225ha

札幌都心地域 145ha

都市再生緊急整備地域
:55地域 9,811ha

2025年7月2日現在

特定都市再生緊急整備地域
:15地域 4,339ha

神戸都心・臨海地域 45ha

東京都・川崎市（都県跨ぎ）1地域 339ha
羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域 66ha

福井市 １地域 66ha

広島都心地域 153ha

⾧崎市 １地域 180ha

松山市 １地域 135ha 名古屋市 常滑市 ３地域 924ha
名古屋駅周辺・伏見・栄地域 303ha 

沼津市 １地域 38ha

新潟市 １地域 153ha

仙台都心地域 73ha

金沢市 １地域 59ha

令和２年９月指定

令和７年７月指定

令和６年12月指定

令和３年９月指定
（松戸市）令和３年９月指定

令和６年12月指定

令和６年12月指定
（１地域）

令和４年10月指定

令和２年１月指定

令和３年９月指定
（１地域）

※ 赤い箱で囲んだ地域は、直近５年間（令和２年以降）に指定された地域

都市再生緊急整備地域の指定状況
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<スキーム>

官民連携による既存建造物のリノベーションを起爆剤として、地域固有の魅力を高める区域制度を創設。

〇 人口流出、地域経済の縮小等に直面する地方都市等では、地域資源をより一層まちづくりに活用し、住民の地
域への誇りや愛着を高めるとともに、観光客の誘客等により域外から稼ぐ力の強化を図ることが必要。
〇 他方、核となる地域資源を保全し、民間活用を促進する仕組みは不十分。

現行制度の課題と対応

市町村が都市再生整備計画に、固有魅力維持向上区域を位置づけ

＜大阪府守口市駅北側エリアリノベーション戦略・将来イメージ＞

民間投資を呼び込み、エリア全体へ波及地域固有の魅力の維持・向上のための措置
○ 特定固有魅力形成建築物の増改築や除却等の届出・勧告制度
○ 固有魅力形成建築物の一体的な整備・管理のための協定
○ 路外駐車場の届出制度 ○ 公共が有する普通財産の有効活用
○ 都市再生推進法人による景観計画・歴史まちづくり計画の策定等の提案 等

旧徳永家住宅

改修前

起爆剤となる建築物:特定固有魅力形成建築物（仮称）

・令和３年に市が取得し、改修
・民間事業者の運営により、地域コミュニティの核
（オフィス、レストラン、ブリュワリー等）としての
活用を予定

※ 既存建造物の民間活用のための改修に対する
支援を強化（予算）

ガレージ
ショップ

屋外広場

イベント
貸しスペース

オフィス カフェ

ファーム
サイクル

レストラン

ブリュワリー

サイクル

活用イメージ

43

【改正事項】地域の大切な資産のリノベーションや活用等の促進

地域固有の魅力の活用に関する全体の問題意識

42
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基本方針（国が作成）

【重点区域】
核となる文化財（重要文化財、重要伝統
的建造物群保存地区等）と、一体となって
歴史的風致を形成する周辺市街地により
設定

歴史的風致維持向上計画 （市町村が作成）

国国にによよるる認認定定

（文部科学大臣、
農林水産大臣、
国土交通大臣）

認定歴史的風致維持向上計画

「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律」（H20.5.23全会一致で成立、同年11.4施行）

【【法法のの目目的的】】

歴史的風致の維持・向上を図るためのまちづくりを推進する地域の取組を国が積極的に支援すること
により、個性豊かな地域社会の実現を図り、都市の健全な発展・文化の向上に寄与
【【歴歴史史的的風風致致】】

地域におけるその固有の歴史及び伝統を反映した人々の活動とその活動が行われる歴史上価値の
高い建造物及びその周辺の市街地とが一体となって形成してきた良好な市街地の環境

歴史的風致形成建造物（第12条～第21条）

法律上の特例措置（第11条、第22条～第30条）

今般の法改正で拡大

各各事事業業にによよるる重重点点的的なな支支援援

（例）歴史的建造物の修理・買取 （例）都市公園内の城跡の復原

○計画に位置付けられたハード・ソフト事業への補助
○補助対象拡大・国費率嵩上げ

歴史まちづくり法の概要

45

◯ 閉校後も地域住民に愛される築年数の古い旧校舎のリノベーションを通じて、新たなまちづくりの拠
点を創出するなど、地域のまちおこしに活用している取組を実施。

閉校した小学校をリノベーションし、地域の文化・芸術
の発展に寄与する小さな美術館として再生。地域の学校
や教育機関とも連携し、課外活動受入れ等の活動を実施。

閉校した小学校をリノベーションし、宿泊施設、地域産
品の販売店等で構成される観光交流拠点を整備。自然を
感じる体験型プログラムを実施し、地域の魅力発信。

（立誠ｶﾞｰﾃﾞﾝﾋｭｰﾘｯｸ京都、立誠図書館等）

■ユクサおおすみ海の学校
（鹿児島県鹿屋市）

■大久保分校スタートアップミュージアム つくりえ
（栃木県足利市）

（出典）大久保分校スタートアップミュージアムホームページより （出典）ユクサおおすみ海の学校ホームページより

44

旧校舎をリノベーションし、地域のまちおこしに活用している事例
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白石の城下町と武家屋敷
（宮城県・白石市）

柴又帝釈天及び周辺の町並み
（東京都・葛飾区）

最上川上流の水の町場景観
（山形県・⾧井市）

上下地区白壁の町並み
（広島県・府中市）

国登録有形文化財
（翁座、旧上下警察署庁舎）

重要文化的景観
（最上川上流域における
⾧井の町場景観）

重要文化的景観
（帝釈天題経寺等を含む、
葛飾柴又の文化的景観）

県指定・市指定有形文化財
（白石城跡、片倉家中武家屋敷・
小関家、等）

指定
状況

江戸時代～1690年代～1620年代～1600年代～建造
年代

• かつて江戸幕府の天領であった上
下は、代官所（陣屋）が置かれ、
地域の政治的な中心地であった。

• さらに陰陽交通の要衝に位置し、中
国各地を結ぶ街道の中枢拠点とし
て、商業・金融でも栄えた。

• 江戸時代の町家（旧田辺邸）と、
明治時代の建物で、翁座や旧上下
警察署庁舎の国登録有形文化財
等が一体となり、調和した白壁の町
並みを形成。

• ⾧井の町場は、朝日連峰を水源と
する置賜野川の豊富な水量がもた
らした治水と利水の歴史が扇状地
の散居集落を形づくり、流れ下って
宮・小出の町場を巡る河川・水路や
敷地内水路により、町場の生業を
発展。

• 元禄7年（1694）に最上川舟運
が開かれ、舟運による流通・往来は、
町の都市基盤、産業基盤を形づく
る。

• その「水のつながり」による景観が評
価され、重要文化的景観に選定。

• 帝釈天題経寺を中心とし、周囲の
低地を開発しながら、一つの領域と
して発展。その都市構造と、生業を
基盤とした独特の情緒ある景観が
継承され、2017年に都内初の国の
重要文化的景観に指定。

• 周辺の柴又八幡神社では毎年大
正以前より続く伝統行事である「柴
又の三匹獅子舞」が行われる。本
行事は葛飾区指定無形民俗文化
財に指定。

• 白石市の礎となる城下の町並みは、
戦国時代から伊達氏の家臣・片倉
氏により築き上げられてきた。

• まちなかには、1602年に片倉氏が
居城とした白石城跡（市指定文化
財・木造で復元）を中心に、周辺
には片倉家の家臣小関の屋敷
（県指定文化財）、片倉家御廟
所（市指定史跡）などがあり、かつ
ての白石の城下町を構成した文化
財が分布する。

特徴

出所:各種公開情報より作成

地地域域資資源源のの保保全全とと活活用用にに向向けけたた歴歴史史ままちちづづくくりりやや
景景観観行行政政にに関関すするるワワーーキキンンググググルルーーププ

第第１１回回資資料料をを基基にに作作成成

（参考）歴まち計画作成の裾野拡大により対象となり得る文化財の例
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拡大範囲

都道府県・市区町村国

登録指定・決定登録指定・選定

有形文化財有形文化財登録有形文化財重要文化財、国宝有形の
文化財 有形の民俗文化財有形の民俗文化財登録有形民俗文化財重要有形民俗文化財

遺跡遺跡

登録記念物

史跡、特別史跡

記念物 名勝地名勝地名勝、特別名勝

動物・植物・地質鉱物動物・植物・地質鉱物天然記念物、特別天然記念物

ー伝統的建造物群保存地区ー重要伝統的建造物群保存地区伝統的
建造物群

ー文化的景観ー重要文化的景観文化的景観

無形文化財無形文化財登録無形文化財重要無形文化財無形の
文化財 無形の民俗文化財無形の民俗文化財登録無形民俗文化財重要無形民俗文化財

従前範囲

従
前
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【改正事項】歴史まちづくり計画の核となる文化財類型の見直し（重点区域の核拡大）
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歴史的風致形成建造物

コアとなる国指定文化財等

大名庭園
（国指定史跡）

重点区域

城址（国指定史跡）
城郭（重要文化財）

○公共施設の整備や修景施設の整備、電線の
地中化等、良好な街なみの維持・再生を支援

○歴史的風致形成建造物の買取、移設、修理・
復原も補助対象

社会資本整備総合交付金

○地域活性化の核となる貴重な歴史的資産の
保存・活用に資する都市公園の整備を支援

○古墳、城跡等の遺跡やこれらを復原したもの
で歴史上価値が高いものも補助対象

○地域の歴史・文化等の特性を活かした
個性あふれるまちづくりを総合的に支援

○交付率の上限を40%→45%へ嵩上げ、
土塁・堀跡の整備も補助対象

①街なみ環境整備事業 ②都市公園事業 ③都市再生整備計画事業

○景観計画の策定・改定に要する経費、
外部専門家登用やコーディネート
活動に対する支援

○景観規制上既存不適格となる建築
物等への是正措置に対する支援

④景観改善推進事業

○街並みの高質化、観光インフラ整備、
建造物の改修等、環境整備のため
のビジョン・戦略策定※、整備効果
促進が補助対象

※歴まち計画作成の場合は認定都市
以外も補助対象

⑤地域の観光資源充実のための

環境整備推進事業
（うち観光・歴史まちづくり推進事業）

※下線部は、歴史的風致維持向上計画（歴まち計画）の認定都市を対象とした措置

○国指定等文化財・歴史的風致形成建造物を核とし
て、創意工夫に富んだ 活用を図る高付加価値な
コンテンツの造成を支援

○観光拠点の核となる文化財の高付加価値化改修･
活用整備･美観向上・インバウンド利用を前提と
する修理･整備等等を支援

○文化財の魅力向上につながる一体的な整備を行
う

○文化観光拠点地域の形成を主導する人材の確
保・育成、文化体験の提供に必要な施設・設備の
整備、デジタル技術の積極的な活用を支援

○デジタル技術等を活用した文化財の多言語解説コ
ンテンツの制作を支援

○補助率５％加算

⑥全国各地の魅力的な文化財活用推進事業
⑦高付加価値化された文化財への改修・
整備促進事業

⑧日本遺産等の魅力増進・情報発信 ・
整備高度化事業

⑨本物の日本文化を体験する観光拠点整備事業
⑩文化財多言語解説整備事業

文化庁事業観光庁予算

歴史まちづくりに関する主な支援措置

49

国登録有形文化財
（農家所有の39棟の農家蔵群）

国登録有形文化財
（旧高田農業倉庫、
旧共同野村銀行社屋等）

国登録有形文化財
（旧秩父銘仙出張所、旧大月旅館
別館、小池煙草店、バリー食堂等）

国登録有形文化財
（伊藤屋旅館、藤田屋旅館本館、
富士屋旅館旧三号館等）

指定
状況

1950年代～1930年代～1920年代～1910年代～建造
年代

• 平川市の尾上地域には334棟の
蔵があり、うち94%が農家所有。さ
らに、尾上金屋地区には、国の登
録有形文化財の土蔵が39棟ある。

• これらの土蔵は、戦後農地改革によ
り小作農が「自作農」できるようにな
り、昭和25年から38年代にかけて、
蔵の建造を目標に先を争って建て
始めたブームの名残。現在「尾上
町蔵保存利活用促進会」が文化
遺産に位置付けて活動中である。

• 米蔵であった旧高田農業倉庫（国
登録有形文化財）は、現在「昭和
ロマン蔵」でまちづくりに活用。

• 周辺商店街の建物（旧共同野村
銀行社屋等）の多くも昭和30年
代以前のもので、まち全体で当時の
面影を残す。

• まちなかの各店舗では、懐かしい道
具の展示や昭和らしい商品の販売
が行われ、「昭和の町祭り」等まち
の雰囲気を活かしたイベントを開催。

• 大正時代から昭和時代初期にかけ
て、秩父銘仙の取引で賑わった当
時からのレトロな建物が数多く立ち
並ぶ街並みがある。

• 国登録有形文化財としては、旧秩
父銘仙出張所や旧大月旅館別館、
小池煙草店、バリー食堂等があり、
現在でも利活用され続けている建
造物も多い。

• 湯河原温泉は、万葉集にも詠まれ
た古い歴史を持つ温泉地であり、時
代を超えて湯治場として利用されて
きた。

• 温泉街には、近代以降に建てられ
た伊藤屋（1912）や藤田屋
（1923）、富士屋旅館の国登録
有形文化財等、数多くの旅館が立
地している。

特徴

蔵の町並み
（青森県・平川市）

昭和レトロのまち
（大分県・豊後高田市）

出所:各種公開情報より作成

湯河原町の温泉街
（神奈川県・湯河原町）

秩父の大正レトロの街並み
（埼玉県・秩父市）

地地域域資資源源のの保保全全とと活活用用にに向向けけたた歴歴史史ままちちづづくくりりやや
景景観観行行政政にに関関すするるワワーーキキンンググググルルーーププ

第第１１回回資資料料をを基基にに作作成成

（参考）歴まち計画作成の裾野拡大により対象となり得る文化財の例
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事業実施
区域の指定

建物
所有者

景観整備推進法人
（民間参入）

事業者
テナント
入居者

景観行政団体（市町村等）

再生協定締結

認可 指定、違反時の取消
出資、貸付 (必要に応じて)

所有者に代わって
再生・活用

全国的に人材育成・マッチング・
機運醸成を図る組織体

加入

参入促進
マッチング

時限的な現物出資・
低額賃貸

事業者探索、目利き、
用途誘導、サブリース等

【改正事項】景観エリアリノベーションのイメージ
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観光・歴史まちづくり推進事業
※「地域の観光資源充実のための環境整備推進事業」のうち、歴史的資源を核としたエリア一帯の環境整備

（主として歴まち計画認定都市対象・都市局執行分）

■歴まち計画認定都市
①街並みの高質化…歴史的な街並みを高質化し、観光地としての魅力・

ポテンシャル向上に寄与
②観光インフラ整備…観光客の受入環境向上に寄与する公共施設の整備
③建造物の改修等…歴史的な街並みの向上、歴史的建造物の活用・継承

のための建造物の改修、復元等
④環境整備のためのビジョン・戦略策定…計画作成※、調査・検討
⑤整備効果促進…①～③の取組と一体となって歴史的資源を活かした

観光まちづくりの効果をさらに高めるもの
要件:
・歴史まちづくり計画に位置付けられる事業
・歴史まちづくり計画の重点区域で行われる事業

事事業業内内容容

事事業業形形態態

国 市町村
都道府県
民間事業者

■直接補助 ■間接補助

国 市町村 民間事業者

補補助助率率等等
①～③:1/2（間接補助の場合は事業主体の補助に要する
費用の1/2又は当該補助事業費の1/3のいずれか低い額）

④、⑤:10/10（上限1,000万円）

■歴まち計画非認定都市
④環境整備のためのビジョン・戦略策定
…歴史まちづくり計画作成に繋がる調査等

要件:
・歴史まちづくり計画作成に向けた具体的な
取組を開始・公表している市町村

※要望調査は市町村に対して行う。

※歴史まちづくり計画2期以降の作成については上記要件は不要

歴史まちづくりに関する新規の支援措置（令和８年度～）

50
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【広域景観】現状の課題

○ 市町村の区域を超える広域的な景観について、市
町村間の足並みが揃わず、景観の連続性・ネット
ワーク性が損なわれる問題が発生。
①都道府県が策定できる広域基本方針を創設
②都道府県が組織できる広域景観協議会を創設

【権限返還】現状の課題

〇 十分な景観行政事務体制を
確保できない小規模市町村も散
見。
県に権限を返還できるよう、景
観法に手続きを規定

市町村が景観行政を終了しようとするとき
は、都道府県に協議し、同意を得る
⇒終了後は都道府県が景観行政を担う

X村

Ｚ県

景観の連続性が欠如

Y町
（景観行政団体）

広域基本方針 広域景観協議会

① ②

【改正事項】都道府県の役割や制度のあり方の見直しによる広域的な景観保全の促進
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○ 犬山市（愛知県）では、市が半額出資する「犬山まちづくり株式会社」が、中心市街地の空き家・空き店舗を
借り上げて改装し、犬山城下町の再生に取り組んでいる。

出典: 「民間資金による中心市街地再生方策に関する検討調査業務」平成24年3月国土交通省（JICE受託調査）、中部経済連合会「がんばるChubu 地域観光づくり編」
（2018年4月）、犬山まちづくり株式会社HP、犬山まちづくり株式会社へのヒアリング

サブリース事業の収益構造
• 物件所有者と10年間の賃貸借契約を締結し、リノベーショ
ンを行ったのち、リノベーションの費用を家賃に上乗せして物
件をサブリースして、費用を7-8年で回収する仕組み。

• 単独物件だけで高い収益性を目指すのではなく、エリア全体
の価値を高め、複数の物件を手掛けることで収益化を図る。

犬山市まちづくり株式会社
• 犬山城城下町の歴史的なまちなみを活かして中心市街地
の活性化を図ることを目指して、2003年に設立。

• サブリースを行う歴史的建造物は15棟以上あり、FM放送
や飲食店、雑貨屋、土産物屋、カフェ等が出店している。

• 出店を希望する事業者は100を超えており、審査にあたって
は事業計画に加えて、犬山に対する思いを重視。

エリアリノベーションで景観が再生した事例（犬山市のサブリースによる城下町再生）

52
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都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 改正事項

54

大分県広域景観保全・形成指針について
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容積率の最高限度
900％⇒1,450％

容積率の最高限度
200％⇒252％容積率の最高限度

1,000％⇒2,000％

ソ
フ
ト

ソ
フ
ト

ハ
ー
ド

ソ
フ
ト

※ このほか高度地区の
変更により高さ制限
を緩和

ハ
ー
ド

ハ
ー
ド

基本合意の主な内容

・ 本施設や他の物資拠点施設から
避難所への防災備蓄品の配送

・ 災害時の物資輸送調整への助言
・ 物資配送の運営に必要な資機材

の提供

協定の主な内容
・ 都市計画決定事項以外の事項

（ソフト取組、環境・防災等）の
実現を担保

・ 空地等の維持管理・運営主体に
係る協議の義務や、履行状況の確
認について規定

確約の主な内容

・ 賑わい創出を目的とした道路空間
の活用

・ 周辺公共施設（道路等）の維持
管理

・ 違法駐輪抑制の取組み等

大阪市へのヒアリングをもとに国土交通省作成 板橋区へのヒアリングをもとに国土交通省作成

※ 容積率の最高限度
については、総合的
見地から評価

東京都へのヒアリングをもとに国土交通省作成

都市計画案作成に向けた協議（都市計画
決定前）において、開発事業者が、貢献と
してのエリアマネジメント活動に関して確約。
開発事業者において、公共貢献で再整備し
た道路の維持等を実施。

阪神百貨店・新阪急ビルの建替えと一体的
に、地下道の拡張・バリアフリー化、周辺道
路の歩道拡幅・美装化等の公共施設やカン
ファレンスゾーンを整備し、回遊性の向上と国
際競争力の強化を実施。

オフィス、店舗、文化交流施設、産業支援
施設などで構成され、地域活性化や産業力
の強化に貢献。

事業の計画段階（都市計画決定前）にお
いて 、開発事業者、東京都が、都市計画
提案内容に関する協定を締結。
まちづくり組織「一般社団法人日比谷エリア
マネジメント」が、再開発で整備された文化
交流施設や広場等を用いて、文化発信に
資するイベント等を実施。

浸水地域に取り残された区民の命を守るた
めの有効な施設として、高台広場、避難施
設、避難路等の整備について、区が地区計
画で定め、地区内で開発される大型物流施
設の事業者が整備。
区条例に基づく土地取引の届出により、地域
貢献施策に関して、事業計画段階（都市
計画決定前）から協議実施。
起工段階において 、事業者、施設入居者、
区が「災害時等における防災施設整備等に
関する基本合意書」を締結。災害時の支援
物資の保管・配送拠点の運営など、防災上
有効な施設の適切かつ効果的な運用を実
現。

※ 容積率の最高限度
については、総合的
見地から評価

※ 容積率の最高限度
については、総合的
見地から評価

【事例】容積率緩和制度におけるソフト面も含む多様な公共貢献の評価
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※ 取組の継続性の担保にあたり、都市再生整備等協定（都市再生緊急整備
地域内）、立地適正化施設整備等協定（立地適正化区域内）の活用が可
能

ソフト面も含めた多様な公共貢献（イメージ）

＜ハード・ソフト一体となった取組の例＞

・空地や広場の整備
・屋上緑化や緑地の確保
・避難施設や避難路の整備
・歴史的建造物の保全、修復 等

※ 開発区域内への裨益を前提として、同一都市計画区域等の範囲内で 開発
区域外における取組を評価することも考えられる

・公共公益施設の管理
・地域の賑わいイベント等の
エリアマネジメント活動の実施
・災害時の物資拠点としての運営 等

地方都市も含む全国で、地域の課題を解決する多様な取組が評価されることに期待

＜例＞
・ 周辺街区の無電柱化
・ 周辺街区の歴史的建造物や地域の魅力ある建築物の活用（リノベーション等）ハ

ー
ド

ソ
フ
ト

※容積率緩和制度:都市再生特別地区、高度利用地区、特定街区、再開発等促進区を定める地区計画、高度利用型地区計画
※改正法の施行にあたり、都市計画運用指針の見直しも予定

○ 容積率の制限は、道路、下水道等の公共施設に与える過度な負荷を抑制し、採光等の市街地環境を総合的に確保することを
目的としている。開発プロジェクトの計画段階において公共貢献が行われる場合は、緩和による周囲への影響を考慮した上で貢献
を評価し、スポット的に指定容積率を緩和することが可能。

○ これまで、主に空地や道路の整備といったハード面に着目して評価が行われてきたところ、今後、施設の管理・運営といったソフト
面も含めた多様な公共貢献が評価されることに期待。取組の担保にあたっては、今般創設された協定制度の活用も考えられる。

【参考】容積率緩和制度におけるソフト面も含む多様な公共貢献の評価
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立地適正化施設整備等協定

○居住誘導区域・都市機能誘導区域内において、民間事業者が住宅や都市機能増進施設等の整備に関する事業を行うために必要
となる都市計画の案を作成しようとする場合において、当該民間事業者等と、公共公益施設の整備及び管理に関する協定を締結
可能。

○東京都板橋区では、区と民間事業者が協定を締結し、官民一体となった緊急一時退避場所や支援物資の保管・配送拠点を整備。
災害時における支援物資の輸送・保管・配送能力向上等を目指す。

＜物流倉庫外観＞

協定事項に従い
都市計画の案を作成

＜自治体＞ ＜民間事業者＞

都市計画決定 協定施設を管理運営

協定事項に従い
開発事業を実施

協定を締結

災害時における施設の防災機能

【改正事項】立地適正化施設整備等協定
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官民連携の下で、計画段階から、整備する公共公益施設の適切な管理・運営を促し、評価する仕組みを導入。

〇 都市再生事業では、これまで、民間のノウハウを活用した質の高い公共公益施設の整備が公共貢献により実現。
〇 他方、時代の要請に応じつつ、中⾧期的に地域の価値の向上を見据えた事業を促進するためには、事業計
画段階において、竣工後を見据えた質の高い管理・運営等を想定し、それを適切に評価する必要。

②協定事項に従い
都市計画の案を作成

＜自治体＞ ＜民間事業者＞

（協定の内容）
・対象となる施設（協定施設）の内容、位置、規模
・協定施設の整備及び管理・運営に係る
役割、方法、費用負担の概要
・当該施設を管理・運営する期間 等

③都市計画決定 ⑤協定施設を管理運営

④協定事項に従い
都市開発事業を実施

<スキーム>

<対象施設:公共公益施設>

（例）MICE施設（例）イノベーション拠点
公益的施設

（例）都市公園・広場
公共施設

都市再生緊急整備地域における都市開発事業

①協定を締結

現行制度の課題と対応

（都市再生整備等協定）

※ 都市再生整備等協定（仮称）に基づき、適切な管理運営が行われる
公益的施設を、都市再生促進税制の対象に追加（令和８年度税制改正）

【新たに適用対象となる施設】
イノベーション拠点、MICE施設、観光案内所、防災備蓄倉庫

※ 都市再生整備等協定（仮称）に基づき、まちづくり活動の拠点とする
施設の整備に、民間都市開発推進機構による金融支援（令和８年度予算）

【改正事項】都市再生整備等協定制度について
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61

質の高い都市空間形成と
多様なソフト事業の展開

多様なエリアマネジメント団体が互いに連
携・補完し、「新しい価値」「魅力と賑わ
い」の創造に向けた取組みが行われている。
丸の内仲通りは国家戦略道路占用事業を適
用区域に指定され、 「人が中心」の空間へ
と道路空間の再配分が行われている。

Case

大手町・丸の内・有楽町
大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会＋
NPO 法人 大丸有エリアマネジメント協会

札幌駅前通地下歩行空間の整備時に、道路
空間の一部を条例で広場として位置づけ、
まちづくり会社が管理運営と収益事業を実
施している。一般へも有料で貸出を行って
いるほか、壁面などを活用して広告事業を
行っており、収益の一部は地域のまちづく
り活動の財源として還元している。

賑わいと財源を生みだす
地下歩行空間の広場化
札幌駅前通地下歩行広場（チ・カ・ホ）
札幌駅前通まちづくり株式会社

Case

『民間主導でまちを活かす エリアからはじまる都市再生』（国土交通省都市局まちづくり推進課発行）より

公と民との連携による
地域らしい空間資源の活用

リノベーションの担い手である家守会社
が次々と誕生。これを後押しする和歌山
市とともに、公民連携でエリア全体のリ
ノベーションまちづくりを進めている。
公共空間の利活用も同時に進められてい
るのが特徴となっている。

和歌山市中心部
株式会社紀州まちづくり舎
＋株式会社ワカヤマヤモリ舎他

Case

エリアマネジメント活動の例

60

適切かつ持続的なエリアマネジメント

○ 多様な関係者から成る市町村都市再生協議会が、まちなかの魅力や活力の向上を図るエリアマネジメント活動に関する「まちづくり推進
活動計画」を作成できることとする。

○ 官民協働で取り組む事項や費用の負担方法、関係者の役割分担等を計画に定め、エリアマネジメント活動の「見える化」を図ることによ
り、関係者との協議の円滑化や財源・人材の確保を促進し、適切かつ持続的なエリアマネジメント活動を確保する。

【１】制度の概要

【２】計画の内容（イメージ）
【策定主体】
市町村都市再生協議会
（市町村、都市再生推進法人、都市開発事業者、道路管理者、公園管理者、公安委員会等）

【計画期間】
概ね５年～10年程度

【主な記載事項】
①活動区域 ②活動の基本的な方針 ③活動の内容及び実施主体
④活動に要する費用の負担の方法 ⑤活動のために講ずべき措置
⑥滞在者等の安全確保を図るために必要な措置
⑦活動の拠点となる施設等の整備及び管理に関する事項 ⑧計画期間

市町村

公共交通
事業者
公共交通
事業者

公安
委員会

商工会議所

公共施設公共施設
管理者

都市再生
推進法人

まちづくり
会社

都市再生
機構 都市開発

事業者

有するもの※

その他
密接な関係を
有するもの※

市町村
都市再生協議会

※計画策定の検討にあたり、追加することが可能

計画に基づく取組への支援策

①計画に基づく取組に対する無利子貸付け
②計画に基づくまちづくり活動に係る拠点施設の整備への民間都市機構による金融支援
③計画に基づく取組に対して、社会資本整備総合交付金による支援を強化（提案事業の拡充）
④計画に記載された施設（道路・公園・駐車場等）の活用にかかる各種手続きの円滑化
・道路の占用に向けた「ほこみち」（歩行者利便増進道路）の指定等に係る手続きのワンストップ化
・都市公園への飲食店、休憩所等の公園施設の設置又は管理の許可に係る手続きの特例
・附置義務駐車施設の集約化

交流・活動空間
の整備・運営

公共空間等
の整備・活用

持続的な
財源確保

【改正事項】エリアマネジメント活動に関する計画制度の創設（まちづくり推進活動計画）
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居住誘導区域

市街化調整区域

災害危険区域（住宅の建築が禁止されているもの）

市街化区域

災害危険区域（住宅の建築が禁止されていないもの）

◆立地適正化計画と防災との連携強化
（誘導による防災まちづくり）

-立地適正化計画の居住誘導区域からすべて
の災害危険区域を除外

災害危険区域を除外

【改正事項】居住誘導区域の対象から災害危険区域の全域の除外
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都市再生特別措置法等の一部を改正する法律 改正事項
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主な計画事項の概要

 


⊳

⊳
⊳
⊳

⊳

ハード対策

⊳
⊳

⊳

⊳

⊳
⊳

ソフト対策

⊳

⊳
⊳
⊳

⊳

ハード対策

⊳
⊳

⊳

⊳
⊳

ソフト対策

【改正事項】立地適正化計画の防災指針の記載事項の拡充

64

備考居住誘導区域の設定
における取扱指定区 域

立適導入時（H26）より措置建築を禁止した区域:除外（法律）
地方公共団体

災害危険区域
(崖崩れ､出水､津波等)
＜建築基準法（昭和25年法律第201号）＞

レッドゾーン
→住宅等の建築や開発行為等

の規制あり

H26土砂法改正に合わせて、H27より
措置上記以外:運用指針により、除外するよう指導

H26土砂法改正に合わせて、H27より
運用指針により措置していたところ、R
２法改正時に政令に措置

除外（政令）
※対策工事等安全な措置を講じた区域を除く

国土交通大臣、
農林水産大臣

地すべり防止区域
＜地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）＞

H26土砂法改正に合わせて、H27より
運用指針により措置していたところ、R
２法改正時に政令に措置

除外（政令）
※対策工事等安全な措置を講じた区域を除く

都道府県知事
急傾斜地崩壊危険区域
＜急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
（昭和44年法律第57号）＞

H26土砂法改正に合わせて、H27より
運用指針により措置していたところ、R
２法改正時に政令に措置

除外（政令）都道府県知事
土砂災害特別警戒区域
＜土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平
成12年法律第57号）＞

R3特定都市河川法改正時に合わせ
て、R3より措置除外（政令）都道府県知事浸水被害防止区域

＜特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）＞

H26土砂法改正に合わせて、H27より
措置運用指針により、除外するよう指導都道府県知事津波災害特別警戒区域

＜津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）＞

H26土砂法改正に合わせて、H27より
措置

対策の実施等を総合的に判断して
適切でない場合は原則除外（運用指針）

（洪水）国土交通大臣、
都道府県知事

（雨水出水）都道府県
知事、市町村⾧

（高潮）都道府県知事

浸水想定区域
＜水防法（昭和24年法律第193号）＞

イエローゾーン

→建築や開発行為等の規制は
なく、区域内の警戒避難体
制の整備等を求めている

H26土砂法改正に合わせて、H27より
措置

対策の実施等を総合的に判断して
適切でない場合は原則除外（運用指針）都道府県知事

土砂災害警戒区域
＜土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平
成12年法律第57号）＞

H26土砂法改正に合わせて、H27より
措置

対策の実施等を総合的に判断して
適切でない場合は原則除外（運用指針）都道府県知事津波災害警戒区域

＜津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）＞

H26土砂法改正に合わせて、H27より
措置

対策の実施等を総合的に判断して
適切でない場合は原則除外（運用指針）都道府県知事

津波浸水想定（区域）
＜津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）＞

都市浸水想定（区域）
＜特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）＞

レッドゾーン

イエローゾーン

※※今今般般のの改改正正でで全全域域除除外外

現行制度において居住誘導区域から除外されている災害レッドゾーン
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

＜防災備蓄倉庫＞ ＜屋内避難スペースを確保＞



【改正事項】防災施設の維持管理に関する協定制度の創設
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J

Village

テーマ営業出店

A. 東急グループ
B. 株式会社 KTグループ
C. NTT東日本株式会社
D. 株式会社 大林組
E. 三菱国際園芸博覧会総合委員会
F. 鹿島建設 株式会社

G. 大和ハウス工業 株式会社
H. 東邦レオ株式会社
I. 竹中グループ
J. 住友林業株式会社
K. 相鉄ホールディングス 株式会社
L. 清水建設株式会社

N. JAグループ
O. 株式会社丸兆

A
B

C

D

E

F

G
H

Ｉ

K
L

N O

P
Q

メインゲート
主催事場

大催事広場

国際出展

テーマ館
（協会）

屋内出展施設
【国際出展／花・緑出展
（自治体出展含む）】

催事場

園芸文化館
（協会）

日本政府苑
（国交省・農水省）

自治体出展
【屋外】

UR都市機構

Ｐ．明治グループ
Ｑ．山崎製パン株式会社

テーマに合わせた展示とともに飲食等の提供を実施。

カーボンニュートラルやネイチャーポジティブなど、新たなグリーン社会実現に向けた
企業による大規模な出展。独創的な展示や体験コンテンツを展開。

花・緑出展 
花と緑のプロフェッショナルが、庭園や花壇、生け花や盆栽、新品種・希少種など、多種多様な花・緑の作品を出展。
出展内定者:381件（うち、屋外出展 179件、屋内出展（全期間） 21件、屋内出展（短期間）216件

（※屋外出展、屋内出展の重複あり、出展内定者を含む。））

J

国際出展

69

会場計画

名 称
日本語:2027年国際園芸博覧会
正式略称:GREEN×EXPO 2027

（グリーンエクスポ ニーゼロニーナナ）

位置付け
• 最上位の国際園芸博覧会（A1）

• 国際博覧会に関する条約に基づく認定博覧会

基本事項
開催場所:神奈川県横浜市（旧上瀬谷通信施設の一部）
開催期間:2027年3月19日～9月26日（192日間）
参加者数:1,500万人（有料来場者数1,000万人以上）
開催者 :公益社団法人2027年国際園芸博覧会協会

会場位置図

※ A1は、我が国では1990年の国際花と緑の博覧会（大阪市）のみ

■公式マスコットキャラクター
「トゥンクトゥンク」

「人と地球の自然との新たな関係を育む
コミュニケーター」として機運醸成に活躍

関東では“つくば科学万博”以来42年ぶり２回目の開催

詳細はこちらから▼

近傍４駅よりシャトルバスアクセス（約10~20分）
会場隣接駐車場、パークアンドライド駐車場あり

入場券価格
大人・1日券 5,500円（前売チケット 4,900円）
小人・1日券 1,500円（前売チケット 1,400円）

通期パス、夏パス、夜間券などもご用意しております

キーワード

横浜グリーンエクスポ（２０２７年国際園芸博覧会） 概要

68
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サイネージ・ポスター等は、以下Formsより申請できます。
https://forms.office.com/r/xfwsSQJ1Fi

（さいたま新都心駅前）

さいたま市

シンポジウムにおけるPR動画放映

茨城県取手市
【ポスター掲示・サイネージ放映】

（取手ウェルネスプラザ(市出先機関) ）
【イベントにおけるPR】

公園来園者への関連グッズ配布

さいたま市

（岩槻観光案内所）

【広報誌への掲載】

【教材の提供・教育旅行のご案内等】

教育旅行（協会HP）https://expo2027yokohama.or.jp/sponsorship/education/

【子ども招待の取組】

ロゴ等は、以下Formsより申請できます。

協会教育旅行担当連絡先 jigyo@expo2027yokohama.or.jp

横浜グリーンエクスポ機運醸成等のご協力のお願い
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提供：鹿島建設株式会社
茨城県 千葉県 玉川大学・玉川学園

（一社）日本造園組合連合会
石勝エクステリア

（東急不動産グループ） UR出展
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【参考】出展イメージⅡ（花・緑出展、UR出展）
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